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第 1章 緒 言 

 
本研究の背景 琵琶湖のアユ Plecoglossus altivelis 

altivelis は、養殖または河川放流用の種苗のほか、鮮

魚あるいは佃煮などの加工品原料として幅広い用途

で利用される重要な水産資源である。本種は 11 月下

旬から翌年 8 月中旬までの漁期中に、えり（小型定

置網）、やな、刺網など多様な漁法で漁獲される（図

1-1）。 
琵琶湖産アユを利用する漁業者、養殖業者および

水産加工業者などの事業者にとって、本種資源量に

関する毎年の水準や 9 ヵ月に及ぶ漁期中の変化の情

報は極めて重要である。また、本種の成長の変動は

各漁法の漁況を左右するとともに、これに伴う漁獲

サイズの変動は流通価格にも影響する。このため、

本種の成長変動に関する情報も重要である。さらに、

琵琶湖から河川へ遡上したアユは、やな漁の漁獲対

象となるほか、遊漁の対象としても利用されるため、

毎年の遡上時期や遡上量の変動に関する情報は、や

な漁を操業する漁業者、釣り漁場を運営する漁業協

同組合および遊漁者にとって関心が高い。したがっ

て、琵琶湖産アユの成長、生残および河川への遡上

回遊の変動について、その特徴を明らかにすること

は、本種資源の合理的な利用のために有意義である。 
本研究の構成 上記のような琵琶湖産アユの産業

利用をめぐる背景のもと、著者は共同研究者ととも

に、アユの漁況に影響を与える本種の成長、冬の減

耗および河川への遡上回遊について、季節的あるい

は経年的な変動の特徴を調査し、これらの結果を 6
報の論文 1-6) として報告した。本報は、これらの既出

論文について、一部、解析方法などを見直したうえ

で集約したもので、構成は次のとおりである。 

第 2 章では、アユの成長履歴解析のツールとして

利用される耳石について、その大きさと標準体長と

の関係を明らかにした。さらに、アユの耳石サイズ

には、“成長効果”と呼ばれる成長が遅い個体のほう

 
図 1-1 琵琶湖漁業におけるアユを対象とする漁法の主な操業期間．8 月 21 日から 11 月 20 日は滋賀県漁
業調整規則によるアユの採捕禁止期間． 
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が相対的に大きな耳石をもつ現象が存在することを

確認し、耳石を利用した成長履歴解析を行うときの

留意点を示した。 
第 3 章では、本種の仔稚魚期を対象に耳石を利用

した成長履歴解析を行い、成長速度（1 日当たりの

成長量）の変動と環境要因との関係を検討した。こ

の結果、餌となる動物プランクトン密度および水温

の変動が、仔稚魚の成長速度に影響を与えているこ

とを明らかにした。さらに、この仔稚魚期の成長速

度の年変動が、漁期当初のえり漁の漁獲状況に影響

を与えている可能性を指摘した。 
なお、この課題についての既出論文 3) では、アユ

の成長履歴解析を耳石径と体長との関係がアロメト

リー式に近似できることを前提に行った。しかし、

後に両者の関係がアロメトリー式と一次式の複合式

に当てはまるという新たな知見 6)（本報では第 2 章

に掲載）が見いだされたため、これをもとにした成

長履歴の再解析を行った。このとき、個体ごとに設

定する耳石径と体長との関係式の係数は、前報 3) で
は連立方程式を解いて求めたが、本報では MS-Excel
のソルバーにより探索的に求める方法に見直しを行

った。この結果、各個体の成長速度の履歴は、前報

と本報との算出値に若干の差異が生じたものの、こ

れらを集計・解析して得た結果については同様の結

論が得られた。 
第 4 章では、琵琶湖沿岸で操業されるえり漁にお

いて、漁期当初のアユの漁獲量に地域的な偏りがみ

られることに注目し、アユ仔稚魚の体長組成や成長

過程について地域的な特徴を調べた。この結果、漁

獲量が異なる水域間では、アユの体長組成における

漁獲対象サイズ（体長 30 mm以上）の個体の比率や、

ふ化後 1 ヵ月以降の成長履歴に差が認められること

を明らかにした。なお、この課題における成長履歴

解析についても、第 3 章と同じ理由で既出論文 4) の
解析方法を見直し、再解析を行った結果、同じ結論

を得た。 
第 5 章では、えり漁におけるアユの漁獲サイズの

経月変化およびその年変動の傾向を整理し、これに

関わる要因を検討した。この結果、アユの漁獲サイ

ズの変動には、アユ自身の生息密度や餌となるプラ

ンクトン量がアユの成長の変動を介して関わってい

ることを明らかにした。 

第 6 章では、2006 年冬に生じたアユ資源の著しい

減耗に着目し、この年を含む 10 年間の冬の間の個体

数変動や栄養状態、水温およびプランクトン量を比

較した。この結果、2006 年冬のアユ資源の減耗要因

は、低温ストレスと栄養状態の悪化である可能性を

指摘した。 
第 7 章では、琵琶湖から河川への遡上回遊の年変

動に注目し、遡上開始日と遡上尾数を予測する手法

を検討した。この結果、安曇川に遡上するアユの遡

上開始日または遡上尾数を、3 月に得られるえり漁

のアユ CPUE と平均体長、プランクトン量および湖

水温の情報を用いて、概ね予測できることを示した。 
第 8 章では、第 2 章から第 7 章までの結果を総括

して総合的な考察を行い、残された課題を整理した。 
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第 2章 耳石による成長履歴解析の留意点 

－耳石径と体長との関係に及ぼす成長速度の影響－ 

 

 魚類の成長履歴解析は、被食や飢餓などにより引

き起こされる資源変動機構の解明、あるいは漁況予

測などを目的に、様々な魚種で適用されている。例

えば、カタクチイワシ Engraulis japonicus では、成長

速度の低い仔魚は同種幼魚やウルメイワシ Etrumeus 
teres など小型浮魚類からの被食を受けやすく、1,2) 結

果として成長速度の高い仔魚の方が生き残りやすい

ことが明らかとなっている。3) また、琵琶湖のアユ

では、仔稚魚期の成長速度が高い年あるいは成長速

度が高い水域において、小型定置網による漁期当初

の漁獲量が多くなることが示唆されている。4,5) これ

らの研究では、成長履歴解析のツールとして体成長

とともに肥大して輪紋が刻まれる耳石が利用されて

いる。 
耳石を用いて成長履歴解析を行う場合、対象とす

る魚類集団の耳石径と体長との関係を明らかにした

うえで、個体ごとに輪紋から求めた過去の耳石径を

もとにその時点の体長が逆算推定される。しかし、

耳石径と体長との関係には、成長が遅い個体のほう

が同じ体長の成長がはやい個体より大きな耳石をも

つという“成長効果（growth effect）”と呼ばれる現

象がある 6) 。この現象は、カタクチイワシおよびマ

イワシ Sardinops melanostictus、7) キンギョ、8) ニゴ

ロブナ Carassius buergeri grandoculis 9）など、多くの

魚種で確認されている。 
成長効果を含む耳石径‒体長関係をもとに体長を

逆算推定すると誤差が生じるため、これを考慮した

複数の解析手法が開発されている。すなわち、個体

間の差がわずかであるふ化時の耳石径と体長を

“Biological intercept”として設定し、これに向かって

体長を逆算推定する Biological intercept 法、6) これに

時間経過に伴う成長率の変動を組み込んだ TVG 法、

10)  Biological intercept を設定するとともに耳石径と

体長とのアロメトリー関係を踏まえた Modified Fry
法、11) 体成長が停滞している期間も耳石サイズが増

大する年齢効果を組み込んだ Morita and Matsuishi の
方法 12) などである。したがって、魚類の成長履歴解

析を行う際は、あらかじめ対象とする集団の耳石径

‒体長関係を明らかにするとともに、耳石サイズにお

ける成長効果の有無を確認しておく必要がある。 

アユの耳石径‒体長関係は、アロメトリー式 13,14) 

と一次式 15) に当てはめた報告がともにあり、両者

の関係には一定の見解が得られていない。また、耳

石サイズにおける成長効果の有無は検討されていな

い。そこで本研究は、琵琶湖産アユを対象に、耳石

径‒体長関係および耳石サイズにおける成長効果の

有無を明らかにすることを目的とした。 
 

材料および方法 

 

解析に供した標本は 2008 年 11 月から翌年 4 月、

2009 年 10 月から翌年 4 月および 2010 年 10 月から

12 月の期間中に、琵琶湖において稚魚ネット、小型

底びき網および小型定置網で採集された合計 2,636
個体である。これらは採集後氷蔵して持ち帰り、一

部は冷凍保存後、解凍してから万能投影機またはノ

ギスで標準体長（ただし、脊索末端が上屈していな

い仔魚は脊索長、以下 SL）を 0.1 mm 単位で測定し

た。次に、耳石（扁平石）を摘出してスライドグラ

スに透明マニキュアで包埋し、耳石標本とした。各

個体の日齢は、耳石標本を光学顕微鏡で 400 倍に拡

大し、Tsukamoto and Kajihara16) に従い査定した。各

個体の耳石径（以下 OR）は、耳石核から体軸後方の

最大半径を耳石日輪計測システム（ラトックシステ

ムエンジニアリング株式会社）を用いて 1 µm の単

位で測定した。 
 OR‒SL 関係には次の 3 式を想定し、複合式では二

式の接点が異なる 3 パターンを含む合計 5 つのモデ

ルに当てはめた。 
  SL = a × OR b  （アロメトリー式） 
  SL = c × OR + d （一次式） 
  SL = a × OR b 、 SL = c × OR + d  

（アロメトリー式と一次式の複合式） 
各モデルのパラメータ（a‒d）の推定は、MS-Excel（マ

イクロソフト社）のソルバー機能を利用し、アロメ

トリー式では非線形最小二乗法により行った。なお、

複合式では二式の接点が OR 350 µm、400 µm および

450 µm となるよう制約条件を付した 3 パターンを

設けた。このとき、二式の残差平方和をそれぞれの
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データ数で除し、その和が最小となるようにパラメ

ータ推定を行った。各モデルへの当てはまりの良さ

は赤池情報量規準（AIC）により評価した。 
 アユの耳石サイズにおける成長効果の有無を確認

するため、次の作業を行った。各個体の成長速度の

高低を評価するため、採集時とふ化時の SL の差を

日齢で除して求めた平均成長速度（mm/day、以下

MGR）を求めた。この時、ふ化時の SL は Tsukamoto 
and Kajihara16) を参考に、一律に 5 mm とした。次に、

最も当てはまりが良いと判定されたモデル（OR‒SL
関係式）を用いて、個体ごとに SL に対する OR の期

待値 OR’を算出し、実測値との比（OR / OR’）を相

対耳石サイズ（ROS）として求めた。すなわち、SL

から期待されるより大きな耳石を持つ個体は ROS
が 1.0 以上の値を示す。成長効果の有無は、ROS を

目的変数、MGR を説明変数とする単回帰分析を行う

ことにより判定した。ところで、アユの卵サイズは、

親の体サイズ、産卵時期および産卵場の環境によっ

て変動するため、17,18) これに伴いふ化仔魚サイズも

変動する。上述のとおり各個体の MGR を求める際、

 

表2-1   アユの耳石径-体長関係を5つのモデルに当てはめたときのパラメータの推定値とAIC

a b c d

アロメトリー式 *1 1.05 0.633 12,525

一次式 *2 0.0901 10.7 12,028

アロメトリー式 + 一次式 (1) *3 1.93 0.515 0.112 0.00271 11,249

アロメトリー式 + 一次式 (2) *4 1.55 0.559 0.111 0.00271 10,202 *6

アロメトリー式 + 一次式 (3) *5 1.25 0.602 0.110 0.00271 10,662

*2 一次式 : SL  = c × OR + d

*6 選択されたモデル.

*5 複合式の接点が耳石径 450 µm.

モデル
パラメータ

AIC

*3 複合式の接点が耳石径 350 µm.
*4 複合式の接点が耳石径 400 µm.

*1 アロメトリー式  : SL = a × OR b . ここで，SL  は標準体長 (mm)，OR  は耳石半径 (µm)

 
図 2-1 耳石径と体長との関係．実線は耳石径
400µm を接点としたアロメトリー式と一次式の複
合式． 
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図 2-2 平均成長速度と相対耳石サイズとの関係． 
耳石径 400 μm 未満 (a) と 400 μm 以上 (b)．実線
は両者の関係の一次回帰式を表す． 
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ふ化時の SL を一律に 5 mm と仮定したが、実際のそ

れとは誤差があり、このために生じる MGR の推定

誤差は日齢の小さい個体ほど相対的に大きくなる。

そこで、MGR の推定誤差の影響を小さくするため、

この単回帰分析の対象は日齢 21 日以上の個体とし

た。 
 

結  果 

 

標本全体の SL と日齢の範囲は、6.4～106.3 mm お

よび 1～215 日齢であった。 
全個体の OR と SL のデータを 5 つのモデルに当

てはめた結果、アロメトリー式と一次式の接点を

400 µm とした次の複合式が最も当てはまりが良い

と判定された（表 2-1、図 2-1）。 
SL = 1.55 ×OR 0.559  (OR < 400 µm、n = 2,306)、 
SL = 0.111 × OR + 0.00271 (OR ≥ 400 µm、n = 330) 

          (1) 
上記の(1)式を変形し、OR を左辺に移行すると次

の(2)式が得られる。 
 OR = exp [(ln SL − 0.440) / 0.559)]  (OR < 400 µm)、 

OR = (SL − 0.00271) / 0.111  (OR ≥ 400 µm)  
           (2) 

 (2)式から求めた個体ごとの SL に対する OR の期

待値 OR’から ROS（OR / OR’）を算出した。そのう

えで ROS を目的変数、MGR を説明変数とする単回

帰分析を行った結果、両者の関係は有意な次の一次

回帰式で表された（図 2-2）。 
  ROS = −0.230 × MGR + 1.10  

(OR < 400 µm、 n = 1,938、 P < 0.001) 
  ROS = −0.193 × MGR + 1.08  

 (OR ≥ 400 µm、 n = 330、 P < 0.001) 
回帰係数の符号は両式ともに負であり、成長が遅い

個体ほど相対的に大きな耳石を持つことが示された。 

 

考  察 

 

本研究により、アユの OR‒SL 関係は、OR 400 µm、

SL 44 mm 付近まではアロメトリー式に、これ以降は

一次式に当てはまるという新たな関係が見いだされ

た（表 2-1，図 2-1）。したがって、輪紋間隔から求め

た過去の耳石径をもとに成長履歴解析を行うときは、

この関係を利用した体長の逆算推定を行う必要があ

る。なお、二式の接点となる SL 44 mm 程度のアユ

は、鰭条数が定数に達し、発育段階が稚魚期に移行

した頃に相当する。19) この発育段階のアユは、シラ

ス型から成魚型へと体型が変化するとともに、群れ

を形成し始めるなど行動にも変化が生じる。20) これ

らの生理・生態的な変化が、代謝を通じて OR‒SL 関

係の変化に関連しているかもしれない。 
また、アユの耳石サイズには成長効果、すなわち

成長が遅い個体のほうが同じ体長の成長がはやい個

体より大きな耳石をもつことが明らかとなった（図 
2-2）。したがって、個体間で成長速度の比較を行う

ときには耳石の輪紋間隔を直接利用することは不適

切であり、成長効果を考慮した逆算推定手法を用い

る必要があるといえる。 
アユの成長履歴を解析した先行研究では、

Biological intercept 法を適用したいくつかの例 4, 5, 21) 

があるが、他の逆算推定手法は適用されていない。

アユの成長履歴解析の精度を高めるには、Vigliola et 
al.11) が実施したように、複数の逆算推定手法による

体長推定値と実測値とを相互に比較することを通じ

て、適切な逆算推定手法を選択することが必要であ

ろう。 
 

摘  要 

 

1. アユの耳石径と標準体長との関係は、耳石径

400 µm、標準体長 44 mm 付近まではアロメトリ

ー式に、これ以降は一次式に当てはめられる。 
2. アユの耳石サイズには、成長が遅い個体のほう

が同じ体長の成長がはやい個体より大きな耳

石をもつ“成長効果”が認められる。 
3. 耳石を利用した成長履歴解析を行う場合には、

これらを考慮した手法を用いる必要がある。 
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第 3 章 仔稚魚期の成長速度の変動と環境要因 

 

本種を主な漁獲対象とするえり漁（小型定置網漁

業）の操業は、毎年 11 月下旬もしくは 12 月初めに

開始され、翌年 8 月まで続けられる。えり漁の漁獲

アユは、漁期当初には種苗としての需要が特に高く、

流通価格は漁期中で最も高い。このことから、この

時期の漁獲量について、変動要因の解明や予測方法

の開発が求められている。 
えり漁で漁期当初に漁獲されるアユは、早生まれ

で相対的に大型の個体に限られることが明らかとな

っている。1) このことは、アユの産卵時期や仔稚魚

の成長の年変動が、えり漁における漁期当初の漁獲

状況に影響を及ぼす可能性を示す。琵琶湖産アユの

成長の特性については、ふ化時期が早い個体ほど冬

までの成長がはやいことや、冬に成長停滞期をもつ

ことなどが明らかにされている。2, 3) さらに、本種の

成長には、プランクトン量 4) が促進的に、本種の生

息密度 4) や冬の低水温 5) が抑制的に働くと考えら

れている。しかし、生活史初期におけるアユの成長

が年によってどの程度変動し、その変動に上記の要

因がどのように作用するか、さらに成長の変動が漁

獲状況にどのように影響するのかについては、十分

な検討が行われていない。 
そこで、本研究では、琵琶湖産アユを対象に漁獲

加入までの仔稚魚期の成長履歴を調べ、成長速度の

変動とそれに関わる要因を分析した。さらに、仔稚

魚期の成長速度の年変動とえり漁における漁期当初

の漁獲状況との関係を調べた。 
 

材料および方法 

標本の採集と成長の分析 分析に供したアユ仔稚

魚は、2008 年 12 月 9 日、2009 年 12 月 8 日および

2010 年 12 月 19 日に、野洲市菖蒲沖の琵琶湖に設け

た 1 定点（図 3-1）で採集した。アユの採集には、琵

琶湖においてヨシノボリ類の仔魚を漁獲対象とする

「ごり沖びき網漁業」で使用される袋網の目合いが

2 mm の底びき網を用いた。 
採集したアユから無作為に 180～300 個体を抽出

し、ノギスで標準体長（以下、体長）を測定した。

アユの耳石には 1 日 1 本の輪紋が形成され、6) 体成

長とともにそのサイズが肥大化することから、7) こ

れらの特性を利用して以下のとおり成長の分析を行

った。体長を測定したアユから実体顕微鏡下で耳石

（扁平石）を摘出し、スライドグラスに透明マニキ

ュアで包埋した。耳石の観察は 400 倍の光学顕微鏡

で拡大した画像をモニターに映し出して行い、

Tsukamoto and Kajihara 6) に従って日齢を査定した。

なお、Tsukamoto and Kajihara 6) によれば、琵琶湖産

アユの耳石にはふ化時には既に平均 5.6 本の輪紋が

形成されており、ふ化仔魚の耳石半径は 13.9 µm で

あると報告されている。そこで、本研究では耳石核

から 14 µm 付近に見える最も明瞭な輪紋をふ化時の

ものとみなした。個体ごとに採集日と日齢からふ化

日を求めるとともに、ふ化日から採集日までの間の

1 日当たりの成長量の平均を、ふ化時の脊索長と採

集時の体長との差を日齢で除して求めた（以下、平

均成長速度；mm/day）。この値をふ化時期（各月の旬

 
図 3-1 調査地の概要．●は底びき網によるアユの採
集定点．▲および■は水温とプランクトン量の観測定
点．11 河川はアユの主要産卵河川．△はアユの産卵用
人工河川．□はえり漁による漁獲標本の採集地．1:西
浅井漁協，2：百瀬漁協，3：浜分漁協，4：今津漁協，
5：志賀町漁協，6：守山漁協，7：中主漁協，8：能登
川漁協，9：彦根市磯田漁協．10：朝日漁協． 
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別）に整理し、同時期の値の平均値を 3 年間で比較

した。なお、ふ化時の脊索長は Tsukamoto and Kajihara 
6) を参考に 5 mm とした。 

一部の個体については、成長量の経日変化を知る

ために耳石径と輪紋間隔を測定した。耳石の核から

体軸後方への最大半径上に計測線を設け、耳石径は

40 倍、輪紋間隔は 400 倍で拡大したモニター上の画

像から半径および各輪紋の位置を透明シートに写し

取った後に、ノギスでこれらの長さを計測した。さ

らに、対物マイクロメーターの目盛り（1 目盛 10 μm）

を同様に計測し、この値と測定値との比から実際の

耳石径および輪紋間隔を算出した。耳石径と体長と

の関係は、耳石径 400 µm を境界とするアロメトリ

ー式と一次式の複合式で表される。7) 
SL = a × OR b  (OR < 400 µm) , 
SL = c × OR + d (OR ≥ 400 µm)     (1) 
ただし、SL は標準体長、OR は耳石径、a – d は各

式のパラメータを表す。そこで、この関係を適用し

た Biological intercept 法 8) により、各個体の体長を

逆算推定した。すなわち、輪紋間隔から求めた各個

体のふ化後 i 日目の耳石径 ORi を(1)式に当てはめ、

SLi を推定した。(1)式のパラメータ（a – d）は次のよ

うに決定した。ふ化時の耳石径 OR0 と脊索長 SL0 に

は 14 μm と 5 mm、6) 採集時の耳石径 ORcpt と体長

SLcpt にはそれぞれ実測値を設定し、これらの値と(1)
式により求めた SL0と SLcpt の推定値との誤差が最小

となるパラメータを、MS-Excel（マイクロソフト社）

のソルバー機能を利用して求めた。このとき、OR が

400 µm を超えた個体では、これが 400 µm のときの

SL について複合式の二式で求めた値が等しくなる

よう制約条件を加えた。次に、個体ごとに毎日の逆

算体長から日ごとの成長量（以下、成長速度；mm/day）
を SLi - SLi-1 により求め、これらをふ化時期別（9 月

下旬、10 月上旬および 10 月中旬）に区分したうえ

で、日ごとの成長速度の平均値を、ふ化日の幅が 6
日以内に収まる 5 個体以上の標本から算出した。さ

らに、各月の旬ごとに成長速度の平均値を求め、同

時期の値を 3 年間で比較した。 
 後述するように、本研究ではアユ仔稚魚の成長速

度と環境要因との関係を分析したが、アユ自身の発

育にともなう成長速度の変化の影響を排除するため、

データを次のように扱った。水温との関係を検討す

る際には、個体ごとにふ化後 1～3 日および 12～14

日の成長速度の平均値を調べ、これに対応する期間

の水温の平均値を求めた。なお、ふ化後 1～3 日の仔

魚は卵黄が残り内部栄養に依存する前期仔魚期、9) 

ふ化後 12～14 日の仔魚は外部栄養に依存する後期

仔魚期に相当する。2) 動物プランクトン密度との関

係を検討する際には、動物プランクトン密度の観測

日に後期仔魚期であるふ化後 12～20 日の仔魚 2) を

対象に、この観測日の前日と翌日を含む 3 日間の成

長速度の平均値を求めた。 
 水温・プランクトン密度・アユ産卵数のデータ収

集 琵琶湖の水温、動物プランクトン密度およびア

ユの産卵数とアユの成長との関係を調べる目的で、

それらのデータを次のとおり収集した。 
水温は、滋賀県水産試験場（滋賀県彦根市）地先

の琵琶湖（図 3-1）の表層で毎日午前 10 時に測定し

ているデータから 2008～2010 年の 9～11 月分を用

いた。 
動物プランクトンの試料の採集は、2008～2010 年

の 9～11 月に概ね 2 週間に 1 回の頻度で、琵琶湖の

沖合に設けた 3 定点（図 3-1）で行った。採集には北

原式中層定量ネット（網口直径 22.5 cm、目合 95 µm）

を用い、水深 20 m から表面までの鉛直曳きにより

試料を得た。試料は 5 ％中性ホルマリン溶液で固定

した後、カイアシ類のノープリウス期幼生とコペポ

ディド期以降の幼生または成体の個体数、ミジンコ

類の個体数をそれぞれ計数し、3 定点の平均値を求

めた。なお、アユの発育にともなう餌のサイズ変化

を考慮し、後の解析にはノープリウス期幼生と大型

動物プランクトン（コペポディド期以降のカイアシ

類およびミジンコ類の合計値）に区分して集計した

データを用いた。 
アユの産卵数は、以下のデータを採用した。天然

河川における産卵数は、滋賀県水産試験場が主要な

11 河川の産卵場（図 3-1）において、8 月下旬から 10
月下旬の間に 2 週間間隔で 5 回の調査を行って得た

有効産卵数（総産卵数から死卵数を除いた数）の合

計値 10-12) について、2008～2010 年のデータを用い

た。姉川と安曇川の河口に近接して整備されている

アユ産卵用人工河川（図 3-1）における産卵数は、財

団法人滋賀県水産振興協会が 9 月上旬から 10 月下

旬の間に調査した両人工河川における毎日の流下仔

魚数からふ化率を 90 ％13) として推定した産卵数を

用いた。これらのデータを 9 月末までと 10 月の 2 期
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に分けて集計し、天然河川と人工河川の産卵数の合

計値をその年の産卵数の指標とした。なお、人工河

川の水温は 17～18 ℃に調整されており、この水温

下における卵のふ化日数は 10 日以上を要すること

から、14) 人工河川における 10 月 10 日までの流下仔

魚数を 9 月末までの産卵として扱った。 

漁獲量および漁獲魚の体長とふ化日の組成 アユ

仔稚魚の成長の年変動と漁獲状況との関係を調べる

目的で、アユを対象とする漁業のうちで最も早く操

業を開始するえり漁を対象に、2008～2010 年におけ

る解禁当初（11 月下旬から 12 月上旬）のアユの漁

獲情報を収集した。データは、滋賀県漁業協同組合

連合会が集計している 22 の漁業協同組合（以下、漁

協）によるアユ漁獲量とえりの操業統数から、1 統

当たりのアユ漁獲量（kg）を求めた。えり漁の操業

は基本的に毎日行われたが、2008 年には解禁日から

11 日目以降に 3 日間の休漁措置がとられたため、デ

ータには 3 年間の操業条件が同じとみなせる解禁日

から 10 日目までの漁獲量を採用した。なお、各年の

えり漁の解禁日は、2008 年には 11 月 25 日、2009 年

と 2010 年には 12 月 1 日であった。 
漁獲アユのサイズを把握するため、  2008 年と

2009 年には 8 漁協（百瀬、浜分、今津、守山、中主、

能登川、彦根市磯田、および朝日）、2010 年には 6 漁

協（百瀬、浜分、今津、志賀町、能登川および彦根

市磯田）を対象に、解禁日から 10 日以内にえり漁で

漁獲されたアユ標本を、年ごとに延べ 7～13 回収集

した（図 3-1）。漁獲アユは 10％ホルマリン溶液で固

定して保存した後、漁獲日および場所の別に 1 標本

あたり 50 尾ずつ無作為に抽出して体長を測定し、年

ごとにこれらのデータを集計した。さらに、漁獲ア

ユのふ化時期を把握するため、解禁日から 10 日以内

にえり漁で漁獲されたアユ標本を、2008 年には 2 漁

協（百瀬および守山）、2009 年には 3 漁協（西浅井、

志賀町および能登川）から収集した（図 3-1）。これ

らは 1 標本あたり 60 尾を上限として日齢査定を行

った。個体ごとに漁獲日と日齢からふ化日を求め、

これらを集計して両年の漁獲魚のふ化日組成を求め

た。 
統計処理 アユ仔稚魚の平均成長速度と成長速度、

アユ漁獲魚の体長の違いを 3 年間（2008～2010 年）

で比較する際には、等分散を仮定しない Welch の方

法による一元配置分散分析を行った。これにより有

意水準 5％で差が認められた場合には、Steel Dwass
の方法による多重比較を行った。これらの統計処理

には R version 2.11.1（R Development Core Team、 
Vienna、 Austria）を使用した。15) 
 

結  果 

 

成長速度 成長解析に供した標本の概要を表 3-1
に示した。得られたアユは、3 年間をまとめると、体 

 
図 3-2 2008 年から 2010 年の 12 月に採集したア
ユ仔稚魚の平均成長速度．エラーバーは標準偏
差．異なる符号は Steel Dwass の方法による多重比
較で有意差があることを示す（P<0.05）． 
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表3-1　成長解析に供したアユ仔稚魚標本の概要

日齢 ふ化日

範囲 平均 ± 標準偏差 範囲 範囲

2008 2008/12/9 180 24.9–61.8 36.1 ± 5.70 50–88 9/12–10/20

2009 2009/12/8 240 20.8–54.9 31.7 ± 6.34 43–83 9/16–10/26

2010 2010/12/19 300 25.5–54.3 33.2 ± 4.27 61–89 9/21–10/19

年級 採集日 標本数
標準体長 (mm)
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図 3-3 体長の逆算推定により求めたふ化時期別のアユ仔稚魚の成長速度．2008 年級(×)，2009 年級(■)お
よび 2010 年級(○)．日ごとの成長速度の平均値と標準偏差は 5 個体以上のデータから求めた． 
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0.2

0.4

0.6

0.8
成
長
速
度

(m
m

/d
ay

)

10
/1

10
/2

1

11
/1

0

11
/3

0
10

/ 1

10
/2

1

11
/1

0

11
/3

0

10
/2

1

11
/1

0

11
/3

0

2008 2009 2010 df F P

9月下旬 (n ) 7 6 5
9月下旬 0.518 ± 0.078 0.494 ± 0.081 0.514 ± 0.062 2, 9.79 0.160 0.854

10月上旬 0.575 ± 0.063 0.581 ± 0.058 0.613 ± 0.096 2, 8.73 0.282 0.761
10月中旬 0.570 ± 0.035 0.624 ± 0.070 0.628 ± 0.056 2, 8.07 2.79 0.120
10月下旬 0.465 ± 0.078 a 0.624 ± 0.103 b 0.460 ± 0.102 ab 2, 8.87 4.98 0.036
11月上旬 0.459 ± 0.044 0.564 ± 0.131 0.433 ± 0.083 2, 7.41 1.95 0.209
11月中旬 0.449 ± 0.096 0.575 ± 0.101 0.462 ± 0.079 2, 9.76 2.89 0.103
11月下旬 0.439 ± 0.057 0.466 ± 0.044 0.439 ± 0.062 2, 9.13 0.572 0.584

10月上旬 (n ) 15 12 16
10月上旬 0.523 ± 0.052 0.478 ± 0.043 0.503 ± 0.054 2, 26.5 3.01 0.067
10月中旬 0.563 ± 0.057 0.527 ± 0.032 0.535 ± 0.043 2, 26.3 2.18 0.134
10月下旬 0.471 ± 0.067 a 0.514 ± 0.041 a 0.383 ± 0.072 b 2, 26.5 18.0 < 0.001
11月上旬 0.515 ± 0.057 a 0.462 ± 0.057 a 0.338 ± 0.051 b 2, 25.2 43.3 < 0.001
11月中旬 0.481 ± 0.040 a 0.425 ± 0.041 b 0.371 ± 0.043 c 2, 25.8 26.3 < 0.001
11月下旬 0.409 ± 0.066 a 0.323 ± 0.063 b 0.382 ± 0.060 b 2, 25.6 6.12 0.007

10月中旬 (n ) 6 6 6
10月中旬 0.512 ± 0.046 0.465 ± 0.028 0.485 ± 0.027 2, 9.64 2.18 0.165
10月下旬 0.457 ± 0.043 a 0.517 ± 0.024 a 0.366 ± 0.039 b 2, 9.33 30.5 < 0.001
11月上旬 0.443 ± 0.054 0.396 ± 0.057 0.381 ± 0.031 2, 9.22 2.78 0.114
11月中旬 0.464 ± 0.020 a 0.445 ± 0.055 ab 0.402 ± 0.014 b 2, 8.81 18.7 < 0.001
11月下旬 0.409 ± 0.040 0.368 ± 0.043 0.390 ± 0.038 2, 9.98 1.38 0.297

表3-2　　2008－2010年級のアユ仔稚魚におけるふ化時期別・期間別の成長速度

期間
成長速度 (mm/day)* ANOVA

* :平均 ± 標準偏差.  異なる符号はSteel Dwassの方法による多重比較で有意差があることを示す（P<0.05）．

ふ化時期
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長では 20.8～61.8 mm、日齢では 43～89 日の範囲に

あった。これらの平均成長速度は、3 年間ともにふ

化時期が遅いアユほど低下した（図 3-2）。ふ化時期

別に 3 年間の平均成長速度を比較すると、9 月下旬

生まれではそれらの間に有意な差が認められ（一元

配置分散分析、F2, 37.9 = 9.55、P < 0.001）、2009 年は

他の 2 年と比べて有意に高かった（図 3-2）。10 月上

旬生まれにおいても 3 年間の平均成長速度には有意

な差が認められ（同、F2, 193 = 85.1、P < 0.001）、2010
年は他の 2 年と比べて有意に低かった（図 3-2）。10
月中旬生まれにおいても 3 年間の平均成長速度には

有意な差が認められ（同、F2, 46.1 = 47.3、P < 0.001）、
2008 年、2009 年および 2010 年の順で各年の差はと

もに有意であった（図 3-2）。 
 次に、2008～2010 年における 11 月末までのアユ

の成長速度をふ化時期別に図 3-3 に示した。さらに、

各月の旬ごとに成長速度の平均値を求め、これを 3
年間で比較した（表 3-2）。成長速度の経日変化の傾

向は年によって異なっており、この年変動のパター

ンはふ化時期によっても異なった。9 月下旬生まれ

のアユでは、10 月下旬において 2009 年の成長速度

が 2008 年より有意に高かった（図 3-3，表 3-2）。ま

た、この後の 11月上旬および 11月中旬においても、

有意水準 5％ではその差は有意ではなかったが 2009
年の成長速度が他の年より高い傾向がみられた（図

3-3，表 3-2）。10 月上旬生まれのアユでは、10 月下

旬から 11 月下旬までの成長速度が年によって有意

に異なり、10 月下旬から 11 月中旬にかけては 2010
年の成長速度が他の年より有意に低く、11 月下旬に

は 2009 年の成長速度が他の年より有意に低くなっ

た（図 3-3，表 3-2）。10 月中旬生まれのアユでは、

10 月下旬と 11 月中旬の成長速度が年によって有意

に異なり、2010 年の成長速度が 2008 年と比べて有

意に低かった（図 3-3，表 3-2）。 
水温と成長速度との関係 2008～2010年の 9 月下

旬から 11 月下旬における琵琶湖表層の水温変化を

図 3-4 に示した。この期間中の水温は、3 年間ともに

低下傾向にあり、9 月下旬には 23℃以上あったが、

11 月末には 13℃程度に低下した。 
アユ仔魚のふ化後 1～3 日および 12～14 日の 2 期

間における成長速度とその時の水温との関係を図 3-
5 に示した。成長速度を目的変数、水温を説明変数

とする単回帰分析の結果、両期間の成長速度と水温

の関係は次式のとおり有意な回帰式で表された。 
Y1-3 ＝ 0.0106 X1 ＋ 0.245    (1) 
（n = 98，r2 = 0.051，F1, 96 = 5.11，P = 0.026） 
Y12-14 ＝ 0.0320 X1 - 0.142     (2) 
（n = 98，r2 = 0.154，F1, 96 = 17.5，P<0.001） 
ただし、Y1-3、Y12-14 はそれぞれふ化後 1～3 日およ

び 12～14日の成長速度の平均値、X1は水温を示す。

回帰係数の符号は(1)式、(2)式ともに正であり、水温

が高くなるほど成長速度が高くなることを示した。

しかし、データの変動のうち回帰式で説明すること

 
図 3-4 9 月下旬から 11 月までの琵琶湖表層水温
の経日変化．2008 年(×)，2009 年(■)および 2010
年(○)． 
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図 3-5 アユ仔稚魚の成長速度と琵琶湖表層水温
との関係．ふ化後 1-3 日(□)および 12-14 日(●)． 
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のできる割合を示す決定係数は、(1)式では 0.051、
(2)式では 0.154 と、ともに小さかった。 

動物プランクトン密度と成長速度との関係 動物

プランクトン密度とアユの成長速度の変化を図 3-6
に示した。アユの成長速度は、カイアシ類のノープ

リウス期幼生よりも大型動物プランクトンと類似し

た変動傾向を示した。特に、2008 年の 10 月中～下

旬、2009 年の 11 月上～中旬および 2010 年の 10 月

中旬から 11 月上旬にみられたアユの成長速度の大

きな低下は、大型動物プランクトン密度が低下した

時期といずれも一致していた。 
ふ化後 12～20 日の仔魚を対象として調べた成長

速度とその時の動物プランクトン密度との関係を図

3-7 に示した。成長速度を目的変数、ノープリウス期

幼生密度または大型動物プランクトン密度を説明変

数とした単回帰分析の結果、両者の関係は次式のと

おりともに有意な回帰式で表された。 
Y12-20 = 0.00271 X2 + 0.456    (3)  
（n = 55，r2 = 0.083，F1, 53 = 4.78，P = 0.033） 
Y12-20 = 0.00927 X3 + 0.209     (4)  

 
（n = 55，r2 = 0.566，F1, 53 = 69.1，P < 0.001） 
ただし、Y12-20 はふ化後 12～20 日の仔魚における

3 日間の成長速度の平均値、X2、X3 はそれぞれノー

 
図 3-6 アユ仔稚魚の成長速度と動物プランクトン密度の変化．アユ仔稚魚のふ化時期は 9 月下旬(◆)，10
月上旬(△)および 10 月中旬(＋)．動物プランクトン密度はノープリウス幼生(□)および大型動物プランクト
ン（カイアシ類のコペポディド幼生および成体＋ミジンコ類）(●)． 
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図 3-7 動物プランクトン密度とアユ仔稚魚の成
長速度との関係．動物プランクトン密度はノープ
リウス幼生(×)および大型動物プランクトン（カイ
アシ類のコペポディド幼生および成体＋ミジン
コ類）(●)． 
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プリウス期幼生密度および大型動物プランクトン密

度を示す。回帰係数の符号は(3)式、(4)式ともに正で

あり、ノープリウス期幼生および大型動物プランク

トン密度が高くなるほど仔魚の成長速度が高くなる

ことを示した。両式の決定係数を比較すると、(3)式
（0.083）に比べて(4)式（0.566）の方が大きかった。 

産卵数 主要な産卵場と人工河川におけるアユの

産卵数を図 3-8 に示した。産卵数の総数は 3 年間で

は 2010 年が最も多く、2009 年が最も少なかった。

後述するように、解禁当初の漁獲魚が由来する 9 月

末までの産卵数をみると、最も多い 2008 年（173 億
粒）は、最も少ない 2009 年の 2.0 倍（87 億粒）であ

った。さらに、10 月の産卵数をみると、最も多い 2010
年（137 億粒）は、最も少ない 2008 年（15 億粒）の

8.9 倍であった。 
漁獲量および漁獲サイズとふ化日の組成 2008～

2010 年における解禁日から 10 日間のえり 1 統当た

りのアユ漁獲量を図 3-9 に示した。漁獲量は 2009 年

（375 kg/統）が最も多く、最も少なかった 2010 年
はその約 5 割（180 kg/統）であった。アユの漁獲サ

イズは 3 年間ともに体長 29 mm 以上の個体に限定

されていた（表 3-3）。漁獲アユの平均体長には 3 年

間のそれぞれの間に有意な差が認められ、2009 年が

大きく 2010 年が小さかった（表 3-3）。2008 年と 2009
年の漁獲アユのふ化日組成は、ともにそのほぼすべ

てが 10 月上旬以前に生まれており、9 月生まれが 7
割以上を占めた（図 3-10）。 

アユの漁獲量と産卵数や仔稚魚の成長の年変動を

比較すると、漁期当初のアユの漁獲量は前述のとお

り多い順から 2009 年、2008 年、2010 年であったが

（図 3-9）、9月末までの産卵数は多い順から 2008年、

2010 年、2009 年となっており（図 3-8）、それらの順

序は一致しなかった。一方、漁獲アユの 7 割以上を

占めた 9 月下旬生まれのアユのふ化から 12 月まで

の平均成長速度と漁獲アユの平均体長は、ともに大

きい順から 2009 年、2008 年、2010 年であり（図 3-
2，表 3-3）、漁獲量の多い順と一致した。 
 

考  察 

 

 
図 3-8 2008～2010 年の主要産卵場および人工河
川におけるアユの産卵数．8 月下旬～9 月の産卵
数(□)および 10 月の産卵数(■)． 

 

 
図 3-9 2008～2010 年の解禁日から 10 日間のえ
り 1 統当たりのアユ漁獲量． 
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図 3-10 2008 年と 2009 年の解禁日から 10 日間にえ
り漁で漁獲されたアユのふ化日組成． 

 

体重 (g)

範囲 平均±標準偏差 * 平均±標準偏差

2008 550 31.9–54.6 40.3 ± 3.55 a 0.49 ± 0.19

2009 650 31.0–57.9 41.4 ± 4.94 b 0.55 ± 0.28

2010 350 29.3–59.5 38.4 ± 5.06 c 0.48 ± 0.32

表3-3　2008～2010年の解禁日から10日間にえり漁で漁獲されたアユ

の体長および体重．

年級 n
標準体長 (mm)

* : 異なる符号はSteel Dwassの方法による多重比較で有意差があることを示す

(P < 0.01).
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アユ仔稚魚の成長と環境要因との関係 本研究で

は、アユ漁が始まる 12 月までのアユ仔稚魚の成長速

度の変動を把握し、それに影響を与える要因を分析

した。 
水温は、魚類の代謝速度に影響を与え、一定の範

囲内では高水温のほうが成長は促進される。17) アユ

の成長と水温の関係については、種苗生産過程にお

いてふ化時の水温と成長速度の間に正の相関関係が

認められている。17) 海域においては、海水温が高い

年の方がアユの成長量は大きいという情報もある。

18) 琵琶湖においても、2 月から 4 月のアユの成長量

が厳冬年には暖冬年より小さいことから、成長に対

する水温低下の影響が指摘されている。5)  

本研究では、ふ化直後の内部栄養に依存する前期

仔魚期と外部栄養に依存する後期仔魚期について、

それぞれ成長速度と水温との関係を検討した（図 3-
5）。この結果、どちらの発育段階においても成長速

度の変動は水温に対して正の回帰直線で表された。

このことから、データとして扱った 25℃以下の範囲

においては、水温はアユの成長に対して促進的に作

用していると考えられる。ただし、水温に対する成

長速度のばらつきは大きく（図 3-5）、二つの回帰直

線の決定係数は(1)式では 0.051、(2)式では 0.154 と

ともに小さかった。すなわち、データとして用いた

表層水温のみでは成長速度の変動は十分に説明でき

ていないといえる。この原因の一つには、アユ仔魚

は琵琶湖の表水層から水温躍層にかけて分布するた

め、19) 実際にはより幅広い水温を経験しており、こ

れが成長速度のばらつきにつながった可能性がある。

もう一つには、特に摂餌を開始した後期仔魚期にお

いては、後述するように餌の量やアユ自身の生息密

度など水温以外の要因の影響を受けているためと考

えられる。 
餌の質や量は、魚類の成長に関わる要因の一つで

ある。17) 海域のアユ仔魚は、主にカイアシ類を摂餌

するが、その主体は発育に伴いノープリウス期幼生

からコペポディド期以降の幼生や成体へと移行する。

20) 和歌山県沿岸海域においては、11 月のノープリ

ウス期幼生、12 月のコペポディド期以降のカイアシ

類の密度の変動が、それぞれアユの成長に大きく影

響することが明らかにされている。21) 琵琶湖では、

3 月以降の幼魚期から成魚期のアユの成長に対して

プランクトン量が促進的に作用することが知られて

いるが、4) 仔稚魚期の成長に対するプランクトン量

の影響は不明であった。 
2008～2010 年において、アユの成長速度の変動は、

動物プランクトン密度の変動と同調しており、特に、

2008 年の 10 月中～下旬、2009 年の 11 月上～中旬

および 2010 年の 10 月中旬～11 月上旬にみられた成

長速度の大きな低下は、大型動物プランクトン密度

が低下した時期と一致した（図 3-6）。なお、アユの

成長速度と水温との間には正の相関関係が認められ

（図 3-5）、琵琶湖の水温は 9 月下旬から 11 月下旬

までの期間、低下傾向にあったことから（図 3-4）、
図 3-6 に示した成長速度の低下には水温の影響も含

まれていると考えられる。しかし、後期仔魚期に限

定して仔魚の成長速度とその時の動物プランクトン

密度の関係を調べた結果、成長速度の変動はノープ

リウス期幼生密度、大型動物プランクトン密度のそ

れぞれに対して正の回帰直線で表された（図 3-7）。
このことは、水温のみならず、動物プランクトン密

度もアユ仔稚魚の成長に対して促進的に作用してい

ることを示唆する。 
図 3-7 に示した二つの回帰直線の決定係数を比較

すると、ノープリウス期幼生との関係を示した(3)式
では 0.083 と小さく、大型動物プランクトンとの関

係を示した(4)式では 0.566 とこれに比べて大きかっ

た。すなわち、(4)式の方がアユ仔魚の成長の変動に

ついてより多くの部分を説明しているといえる。琵

琶湖におけるアユ仔魚の食性は、全長 15 mm までは

ノープリウス期幼生の占める割合が高いが、これ以

降はヤマトヒゲナガケンミジンコ  Eodiaptomus 
japonicus や オ ナ ガ ミ ジ ン コ  Diaphanosoma 
brachyurum などの大型動物プランクトンが主体と

なる。22, 23) 解析対象としたふ化後 12～20 日の仔魚

は、餌を大型動物プランクトンに移行させた頃と推

測されることから、このことが両式の決定係数の違

いとして現れたと考えられる。 
以上のことから、琵琶湖のアユでは、仔稚魚期の

成長に対して主に大型動物プランクトンの密度が制

限要因となっており、その変動が本種の成長に影響

していると考えられる。琵琶湖における動物プラン

クトンの生産量は秋には減少傾向にあるが、それは

水温の低下や日射量の減少に伴う基礎生産量の減少

がその主な原因と考えられている。24) 水温は、アユ

の成長に直接作用するだけでなく、動物プランクト
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ンの生産量を介して間接的にも関与していると考え

られる。 
なお、本研究では、プランクトン試料と成長解析

に供したアユ標本の採集地点との間に 20 km 以上の

距離があること（図 3-1）、アユが採集されるまでの

移動経路が明らかでないことを考えると、観測した

プランクトン密度が標本としたアユに対する餌の量

を表すという保証はない。しかし、琵琶湖北湖全域

における動物プランクトンの水平分布を調べた調査

によると、その密度は水域内の地点間では差がある

が、北湖全域のスケールでみたときには水域間で差

は認められなかったという。25) 一方、遊泳力が発達

する前のアユ仔魚は湖流によって受動的に分散する

ことから、19) 採集されるまでには広範囲の移動を経

験していると推測される。したがって、本研究で観

測したプランクトン密度の変動は、相対的にはアユ

の餌の量を反映するとみて差し支えないと考えられ

る。 
魚類の生息密度は、成長に対して抑制的に働く。

16) 幼魚期以降の琵琶湖のアユ 4) においても、河川生

活期のアユ 26, 27) においても、それらのサイズと生息

密度の間には負の相関関係が認められている。仔魚

期のアユの成長に対する生息密度の影響は不明であ

るが、アユ仔魚では発育段階ごとに餌やすみ場所が

類似しているので、19, 20) 同時期生まれのアユほど生

息密度の影響が餌の利用を介して成長に現れやすい

と考えられる。 
アユの産卵数は 2008～2010 年の 3 年間に大きく

変動しており、これを時期別にみると 9 月末までの

産卵数は 2008 年が 2009 年の 2.0 倍、10 月の産卵数

では 2010 年が 2008 年の 8.9 倍であった（図 3-8）。
このことからアユ仔魚の生息密度も年によって異な

っており、この 3 年間では 10 月の産卵に由来する

アユ仔魚においてその差が特に大きかったと推測さ

れる。そこで、10 月中旬生まれのアユの平均成長速

度に着目すると、2008 年が最も高く、2010 年が最も

低かった（図 3-2）。この順序は 10 月の産卵数の少な

い順（図 3-8）と一致した。両者の関係を明らかにす

るにはさらなるデータの蓄積を必要とするが、この

現象はアユの仔稚魚期の成長に対して本種自身の生

息密度が抑制的に働いていることを示唆する。一方、

2009 年をみると、10 月中旬以降の動物プランクトン

密度は 2008 年より高かったが（図 3-6）、10 月中旬

生まれのアユの平均成長速度は 2008 年より低かっ

た（図 3-2）。先述したように、動物プランクトン密

度はアユの成長に対して促進的に作用すると考えら

れるが、10 月中旬生まれのアユについては 3 年間の

生息密度の差が著しかったために、この影響のほう

が強く現れたのだろう。 
琵琶湖においては、アユ仔稚魚はイサザ幼魚

Gymnogobius isaza と餌を介した競争関係にあること

が指摘されている。28) すなわち、イサザの資源量が

多い場合にはアユの成長に負の影響を与えることが

想定される。2008～2010 年のイサザの漁獲量は 3～
19 トン 29) の範囲にあった（2010 年の漁獲量は農林

水 産 省 ホ ー ム ペ ー ジ ： http://www.e-
stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001087405、2012 年

3 月 13 日公表）。これは、Miura 28) がアユとの関係

を解析した 1916～1938 年のイサザ漁獲量 51～325
トンと比較して著しく少ない。すなわち、本研究を

実施した 2008～2010 年にはイサザの資源水準は低

かったため、アユの成長に対するイサザの影響は極

めて小さいと推測される。 
ところで、ふ化から採集時までの平均成長速度を

3 年間で比較した結果（図 3-2）と、旬ごとの成長速

度の平均値を 3 年間で比較した結果（表 3-2）は、そ

の傾向が必ずしも一致しなかった。例えば、10 月中

旬生まれのアユでは、平均成長速度は 3 年間のそれ

ぞれの間で有意に異なったが、旬ごとの成長速度の

平均値をみると 2008 年と 2009 年の間にはどの期間

においても 3 年間で有意な差はみられていない。こ

のことは、平均成長速度の年による違いは、わずか

な成長差がふ化から採集時まで累積して現れた結果

である可能性を示す。しかし、成長速度を調べた標

本数が少ないために生じた偏りである可能性も考え

られ、この点についてはさらなる検討が必要である。 
 以上のように、本研究では、アユ仔稚魚の成長速

度の変動と水温、動物プランクトン密度およびアユ

自身の生息密度との関係を個別に検討した。この結

果、成長速度と水温および動物プランクトン密度と

の間には正の、アユ自身の生息密度との間には負の

関係がそれぞれ見出され、これらの要因がアユの成

長に影響を与えていることが示唆された。各要因の

アユの成長に対する影響の大きさは不明であるが、

水温やアユの生息密度は餌環境（動物プランクトン

密度）にも影響することを考慮すれば、おそらくこ
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れらが複合的に作用しており、これらの影響の大き

さは動的であろうと推察される。これら以外にも、

台風の影響により琵琶湖に発生した強い濁りが、ア

ユの成長に一時的な停滞を引き起こすことが知られ

ている。30) したがって、年によってはアユの成長に

対する濁りの影響も検討する必要がある。 
 成長速度の変動と漁獲量との関係 えり漁では、

2 月末まで網目の大きさが 8 mm 以上に制限されて

いるため、漁獲アユのサイズは体長 29 mm 以上の個

体に限定されていた（表 3-3）。また、2008 年と 2009
年の漁期当初の漁獲アユのふ化時期は、9 月を主体

として 10 月上旬までの個体で構成されていた（図 3-
10）。漁期当初の漁獲アユが早生まれの個体に限られ

ることは、先行研究と共通した現象であり、1) ふ化

日のデータを得ていない 2010 年の漁獲アユについ

ても前 2 年と同様であったと推測される。卵のふ化

日数 14) を考慮すれば、漁期当初の漁獲アユの大部分

は 9 月の産卵に由来すると判断される。すなわち、

漁期当初の漁獲アユは、そのサイズやふ化時期が大

型で早生まれの個体に選択されている。このことか

ら、えり漁の漁期当初の漁獲状況は、その年のアユ

の生息尾数のみならず、成長やふ化時期の変動にも

影響を受けると予想される。 
2008～2010 年の 3 年間について、9 月末までの産

卵数と漁期当初の漁獲量をそれぞれの順序で比較す

ると、それは一致しなかった（図 3-8，図 3-9）。一

方、この 3 年間の 9 月下旬生まれのアユの平均成長

速度の順序は、漁獲アユの平均体長（表 3-3）および

漁獲量（図 3-9）のそれらと一致した。すなわち、9
月下旬生まれのアユの平均成長速度が高かった

2009 年は、漁獲アユの平均体長が大きく、漁獲量も

多かった。これらのことから、漁期当初に漁獲魚の

7 割以上を占める 9 月下旬生まれのアユの成長速度

の変動が、漁獲サイズと漁獲量に反映することが示

唆された。漁獲サイズの違いは漁獲量に直接影響を

及ぼすが、2009 年と 2010 年の平均体重の差（1.1 倍）

は（表 3-3）、両年の漁獲量の差（2.1 倍）を説明する

には不十分である。成長のはやさはより多くの仔稚

魚の漁獲加入時期を早めることで、漁期当初の漁獲

量を増加させたと考えられる。 
アユの成長速度の変動と漁獲量の関係を明らかに

するには、この 3 年間のみのデータでは不十分であ

り、更にデータを蓄積したうえで、他の要因も含め

て検討することが必要である。また、カタクチイワ

シ Engraulis japonicus では、仔魚期の成長のはやさ

は、被食のリスクを下げることで生残率を高めるこ

とが確認されている。31) 漁獲加入までの生残率の向

上は、漁獲量の増加につながると考えられることか

ら、琵琶湖のアユにおいても同様のメカニズムが存

在するか確認する必要がある。 
以上のように、アユ仔稚魚の成長速度の年変動が、

漁期当初の漁獲量に影響することが示唆された。こ

のことが確認されれば、アユ仔稚魚の成長に関わる

要因、すなわち水温、動物プランクトン量およびア

ユの時期別産卵数のモニタリングにより、漁期当初

の漁況予測手法が開発できる可能性がある。このた

めにはこれらのデータの蓄積が必要である。また、

本研究では、3 年間同じ一つの定点で標本を採集し

ており、仔稚魚の成長に地域差があることを検討し

ていない。この点からもより精度の高い漁況予測手

法の開発を目指して調査を進める必要がある。 
 

摘  要 

 

1. アユ仔稚魚の成長速度の変動には、湖水温と動

物プランクトン密度がそれぞれ促進的に作用

していた。 
2. 10 月の産卵数が少ない年ほど同月生まれのア

ユの平均成長速度は高く、生息密度が成長に対

して抑制的に作用している可能性があった。 
3. アユ仔稚魚の成長のはやさは、漁獲サイズと漁

獲加入個体数を増大させることで、漁期当初の

えり漁の漁獲量を増加させたと考えられた。 
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第 4章 仔稚魚期の成長速度の地域差 

 

本種を主な漁獲対象とするえり漁（小型定置網漁

業）は、琵琶湖の沿岸各地で地元の漁業者によって

操業され、その漁期は毎年 11 月下旬もしくは 12 月

初めから翌年 8 月までと長期間に及ぶ。えり漁によ

るアユの漁獲量には地域による偏りがみられること

がある。特に、近年は漁期当初において、琵琶湖南

東部で多く北西部で少ない傾向が顕著である。漁期

当初の漁獲アユは種苗としての需要が高く、流通価

格は漁期中で最も高い。このため、えり漁を操業す

る琵琶湖北西部の漁業者からは、漁期当初にこの地

域でアユの漁獲量が少ない原因の解明を望む声が強

い。ところが、琵琶湖において漁獲量の地域差に着

目した研究は、ほとんど行われていない。 

えり漁における漁期当初のアユ漁獲量の年変動は、

漁獲加入までの仔稚魚の成長の早遅に影響を受けて

いる可能性が指摘されている。1) このことは、琵琶

湖においてアユ仔稚魚の成長に地域差があれば、そ

の地先のえり漁による本種漁獲量にも影響を及ぼす

可能性を示す。実際に、琵琶湖北湖の南北に離れた

2 地点で採集されたアユでは、成長に違いのあるこ

とが確認されている。2) しかし、アユの成長の地域

差については、空間的なスケールや発現時期などの

特徴はほとんど明らかになっておらず、漁獲量との

関係についても検討されていない。 

そこで本研究では、琵琶湖においてアユの漁獲量

に著しい地域差が生じることの原因解明を目標とし

て、アユ仔稚魚の体長組成や成長過程について地域

的な特徴を明らかにし、これらとえり漁による漁獲

量との関係を比較することを目的とした。 

 

材料および方法 

 

底曳き網による標本採集と成長速度の分析 アユ

仔稚魚の標本は、2010 年 12 月 21 日に、琵琶湖北湖

のえり漁の漁場のうち、北西部 2 地点（知内、大浦）、

南東部 2 地点（沖島、能登川）の合計 4 地点におい

て採集した（図 4-1）。えり漁では網目の大きさによ

り漁獲されるアユのサイズが選択されること、えり

漁の漁獲サイズに達したアユは主に底層に生息する

ことから、3) 水域間で比較する標本の採集手段には

調査用に製作した目合いの細かい底曳き網（図 4-2）
を採用した。曳網は、滋賀県水産試験場の調査船淡

海丸（1.7 トン）を用いて、かけまわし式に底曳き網

を投入し、これに連結されたロープを、アンカーで

位置を固定した調査船からウインチで巻き上げるこ

とにより行った。底曳き網の曳網距離は大浦では

400 m、他の地点では 200 m とし、曳網速度は毎秒約

35 cm とした。このとき、投網および揚網地点の水

深を、調査船に取り付けた魚群探知機から読み取り

記録した。各地点では 2 回ずつ曳網し、採集物は各

曳網ごとに個別に氷蔵して水産試験場に持ち帰った。

採集物から地点および曳網別にアユ仔稚魚の数を記

 
図 4-1 調査地の概要．●は底曳き網によるアユ
標本の採集地点．網掛けはえり漁の操業区域．点
線は水深． 
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図 4-2 調査に用いた底曳き網の仕様． 
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録しながら抽出し、後の解析の試料とした。 
各試料は、破損した個体を除き、それぞれ最大 300 

個体を上限としてノギスで標準体長（以下、体長）

を測定した。さらに、これらの標本のふ化時期を特

定するため、次の要領で日齢査定を行った。日齢査

定に供する標本は、各採集地点について 2 試料あわ

せて 100 個体とした。すなわち、採集尾数が 2 試料

ともに 50 個体以上ある場合は 50 個体ずつ、片方が

50 個体に満たない場合はそのすべてともう片方の

標本をあわせて 100 個体とした。これらの標本は、

実体顕微鏡下で耳石（扁平石）を摘出し、これをス

ライドグラスに透明マニキュアで包埋した。日齢査

定は、耳石標本を光学顕微鏡で 400 倍に拡大した画

像をモニターに映し出して行った。アユの耳石には

1 日 1 本の輪紋が形成されること、琵琶湖産アユの

耳石にはふ化時には既に平均 5.6 本の輪紋が形成さ

れており、ふ化仔魚の耳石半径は 13.9 µm であるこ

とが報告されている。4) そこで、本研究では耳石核

から 14 µm 付近に見える最も明瞭な輪紋をふ化時の

ものとみなし、個体ごとに採集日と日齢からふ化日

を求めた。さらに、ふ化日から採集日までの間の 1
日当たりの成長速度の平均を、ふ化時の脊索長と採

集時の体長との差を日齢で除して求めた（以下、平

均成長速度； mm/day）。ふ化時の脊索長には

Tsukamoto and Kajihara 4) を参考に 5 mmを採用した。

なお、アユのふ化仔魚のサイズは卵サイズに支配さ

れ、卵サイズは産卵時期の経過とともに大きくなる

ことが知られている。5) すなわち、ふ化仔魚サイズ

はふ化時期によって変異すると予想される。しかし、

本研究ではアユの成長速度を採集地点間で比較する

際、同じふ化時期のアユをその対象としたため、ふ

化仔魚サイズの時期的変異は考慮しなかった。 
次に、各地点で採集したアユについて成長速度の

経日変化を比較するために、10 月上旬と 10 月中旬

にふ化した個体から 5 尾ずつを抽出し、耳石径と輪

紋間隔を測定した。この方法は、耳石核から体軸後

方への最大半径上に計測線を設け、耳石径は 40 倍、

輪紋間隔は 400 倍で拡大したモニター上の画像から

半径および各輪紋の位置を透明シートに写し取った

後に、ノギスでこれらの長さを計測した。さらに、

対物マイクロメーターの目盛り（1 目盛 10 µm）を同

様に計測し、この値と測定値との比から実際の耳石

径および輪紋間隔を算出した。この分析に供した 40

尾の耳石径はすべて 400 µm 未満であった。この場

合には耳石径と体長との関係は次のアロメトリー式

で表される。6)  

SL = a × OR b        (1) 
ただし、SL は標準体長、OR は耳石径、a、b はパ

ラメータを表す。そこで、この関係を適用した

Biological intercept 法 7) により、各個体の体長を逆算

推定した。すなわち、輪紋間隔から求めた各個体の

ふ化後 i 日目の耳石径 ORi を(1)式に当てはめ、SLi を

推定した。このとき、(1)式のパラメータ（a、b）は

次のように決定した。ふ化時の耳石径 OR0 と脊索長

SL0 には 14 μm と 5 mm、4) 採集時の耳石径 ORcpt と

体長 SLcpt にはそれぞれ実測値を設定し、これらの値

と(1)式により求めた SL0と SLcptの推定値との誤差が

最小となるパラメータを、MS-Excel（マイクロソフ

ト社）のソルバー機能を利用して求めた。個体ごと

に求めたふ化日から採集日までの毎日の逆算体長か

ら、日ごとの成長量（以下、成長速度；mm/day）を

SLi - SLi-1  により算出した。 

えり漁による漁獲情報の収集と漁獲標本の測定  

えり漁における解禁当初（11 月下旬から 12 月上旬）

のアユの漁獲量を水域別に比較する目的で、2008～
2010 年における漁獲情報を収集した。データは、滋

賀県漁業協同組合連合会が集計している 21 の漁業

協同組合（以下、漁協）のアユ漁獲量およびえりの

操業統数から、漁協ごとにえり 1 統当たりのアユ漁

獲量（kg）を求めた。なお、えりの大きさや隣接す

るえりとの間隔は漁協ごとに異なるが、えり 1 統当

たりアユ漁獲量の漁協間の差は、2008～2010 年の順

に最大で 136 倍、18 倍および 116 倍に及び、えりの

大きさやそれらの間隔における漁協間の差より十分

に大きかった。このため、漁協ごとに求めたえり 1
統当たりアユ漁獲量の値について、えりの大きさや

それらの間隔の違いに基づく補正は行わなかった。

えり漁の操業は基本的に毎日行われたが、2008 年に

は解禁日から 11 日目以降に 3 日間の休漁措置がと

られたため、データには 3 年間の操業条件が同じと

みなせる解禁日から 10 日目までの漁獲量を採用し

た。なお、各年のえり漁の解禁日は、2008 年には 11
月 25 日、2009 年と 2010 年には 12 月 1 日であった。

さらに、えり漁で漁獲されるアユのサイズを把握す

る目的で、6 漁協（百瀬、浜分、今津、志賀町、能登

川および彦根市磯田）を対象に、解禁日から 10 日以
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内にえり漁で漁獲されたアユ標本を収集した。これ

らの標本は 10％ホルマリン溶液で固定した後、1 標

本あたり 50 個体を上限としてノギスで標準体長を

測定した。 
統計処理 漁獲サイズ以上に達したアユ仔稚魚の

比率を地点間で比較するときは、χ2 検定により全体

としての有意性を検討したうえで、地点間の差の検

出はライアンの方法により多重比較を行った。アユ

仔稚魚の成長速度を地点間で比較するときは、一元

配置分散分析（ANOVA）により全体としての有意性

を検討したうえで、地点間の差の検出は Steel-Dwass
の方法により多重比較を行った。 
 

結  果 

 

えり漁による漁獲量の分布 2008～2010 年のえ

り漁における解禁当初のアユ漁獲量の分布を図 4-3
に示す。その傾向は 3 年間ともに共通しており、大

津市から彦根市に至る南東部で多く、長浜市から高

島市に至る北西部で少なかった。南東部と北西部の

水域別にえり 1 統当たりのアユ漁獲量を求めると、

それぞれ 2008 年には 445 kg と 43 kg、2009 年には

542 kg と 151 kg、2010 年には 278 kg と 33 kg であ

り、南東部水域の漁獲量は北西部水域に比べて 3.6
倍から 10.4 倍多かった。 

体長組成の地域差 琵琶湖北湖 4 地点における底

曳き網を用いたアユ仔稚魚の採集結果を表 4-1 に示

す。各地点における 2 回の曳網でアユの採集尾数は

大きく異なっており、各地点のアユの生息密度を評

価するには至らなかった。えり漁で漁獲されたアユ

および底曳き網で採集したアユの体長組成を図 4-4
に示す。えり漁では、2 月末まで網目の大きさが 8 
mm 以上に制限されているため、12 月にはアユの漁

獲サイズは体長 28 mm 以上の個体に限られ、体長 30 
mm 以上の個体が 99 ％を占めていた（図 4-4）。一

方、底曳き網では、網目 2.8 mm の袋網を採用したた

めにえり漁では漁獲されない小型個体も含めて採集

された（図 4-4）。なお、底曳き網の曳網速度は毎秒

約 35 cm であったこと、アユの突進速度は体長に比

例して増大し、全長 30 mm 以上の個体では毎秒 35 

 

図 4-3 えり漁解禁後 10 日間のアユ漁獲量の分布． 
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表4-1　成長履歴解析に供したアユ仔稚魚標本の概要

標準体長 (mm)

n (平均±標準偏差)

大浦 1 14.7 – 16.5 400 0 0 –

2 12.0 – 13.8 400 284 71 32.8 ± 3.90

知内 3  7.8 – 12.1 200 126 63 29.3 ± 1.95

4 10.8 – 12.5 200 440 220 30.3 ± 2.10

沖島 5  7.5 –  7.6 200 739 370 33.3 ± 3.04

6  7.6 –  8.3 200 78 39 33.9 ± 3.24

能登川 7  9.5 – 11.1 200 8 4 40.9 ± 5.85

8  6.6 –  7.9 200 301 151 35.0 ± 2.49

地点
曳網
No.

水深

(m)
曳網距離

(m)
採集尾数

n /100 m

 
 

図 4-4 えり漁解禁後 10 日間に漁獲されたアユ
および底曳き網により 4 水域で採集したアユの
体長組成． 
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cm を超えるようになること 8) を考慮すれば、底曳

き網による採集ではアユ仔稚魚のうち大型個体の一

部は逃避していた可能性がある。しかし、逃避の可

能性のある個体の出現頻度には 4 地点間で差がない

ものとみなして、底曳き網による採集魚の体長組成

を相互に比較した。その結果、えり漁の漁獲対象と

なる体長 30 mm 以上のアユの比率は、知内 54 ％、

大浦 74 ％、沖島 90 ％、能登川 98 ％と地点間で異

なっており（図 4-4）、これらのアユの比率の差は全

体として有意であった（χ2 検定，χ2 = 175，df = 3，
P < 0.001）。このため、ライアンの方法による多重比

較を行った結果、すべての 2 地点間の組み合わせに

おいて、体長 30 mm 以上のアユの比率には有意な差

が認められた（P < 0.01）。 
成長速度の地域差 4 地点で採集されたアユにつ

いて、ふ化時期別にふ化から採集時までの平均成長

速度を比較した（図 4-5）。この結果、10 月上旬と 10
月中旬生まれのアユでは地点間で有意な差が認めら

れた（一元配置分散分析，10 月上旬；F3, 32.7 = 18.6，
P < 0.001，10 月中旬；F3, 127 = 25.5，P < 0.001）。多

重比較の結果、10 月上旬生まれのアユでは知内が他

の 3 地点より有意に低かった（表 4-2）。10 月中旬生

まれのアユでは能登川が他の 3 地点より有意に高く、

知内は能登川と沖島より有意に低かった（表 4-2）。 
次に、底曳き網による採集魚から 10 月上旬および

10 月中旬生まれのアユを抽出し、成長速度の経日変

化を 4 地点間で比較した（図 4-6）。さらに、各月の

旬別に成長速度の平均値を求め、4 地点間で比較し

た（表 4-3）。10 月上旬生まれのアユの成長速度は、

10 月中旬から 10 月下旬までの期間には 4 地点間で

差は認められなかったが、11 月上旬から 12 月上旬

までの期間には知内が他の 3 地点のいずれかに対し

て有意に低かった（図 4-6，表 4-3）。一方、10 月中

旬生まれのアユの成長速度は、4 地点間の差が顕著

ではなく、11 月中旬においてのみ、知内と能登川と

の間に有意な差が認められた（図 4-6，表 4-3）。 
 

考  察 

 
えり 1 統当たりアユ漁獲量は、漁期当初（11 月下

 

図 4-5 4 水域で採集したアユ仔稚魚のふ化から採集
時までの平均成長速度．エラーバーは標準偏差．数
字は標本数． 
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図 4-6 4 地点で採集したアユ仔稚魚の成長速度の経
日変化． 
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t P t P t P

10月上旬 知内 3.8812 0.0006 3.8388 0.0007 4.0665 0.0003

大浦 ― ― 0.0000 1.0000 0.1210 0.9994

沖島 ― ― ― ― 0.1082 0.9995

能登川 ― ― ― ― ― ―

10月中旬 知内 2.2339 0.1141 4.4561 <0.0001 7.1375 <0.0001

大浦 ― ― 1.4068 0.095 4.1473 0.0002

沖島 ― ― ― ― 3.4578 0.0031

能登川 ― ― ― ― ― ―

表4-2　4地点で採集したアユ仔稚魚の平均成長速度の多重比較結果

（Steel-Dwass test）．

ふ化時期 地点
大浦 沖島 能登川
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旬～12 月上旬）には 2008～2010 年の 3 年間共通し

て琵琶湖南東部で多く北西部で少ない傾向がみられ

た（図 4-3）。このことは、えり漁の漁獲サイズに達

したアユの生息密度が水域間で異なることを示す。

2010 年にえり漁が操業されている水域で底曳き網

により採集したアユの体長組成を比較した結果、え

り漁の漁獲サイズである体長 30 mm 以上のアユの

比率は琵琶湖南東部の沖島と能登川で高く、北西部

の知内と大浦では低かった（図 4-4）。すなわち、漁

獲量が多かった水域では漁獲サイズに達したアユの

比率が相対的に高かったといえる。したがって、水

域によるアユのサイズ組成の相違は、漁獲サイズに

達したアユの生息密度の違いをより顕著にしたと考

えられる。 
えり漁で漁期当初に漁獲されるアユは、9 月から

10 月上旬までにふ化した個体であることが明らか

になっている。1, 9) 10 月上旬生まれのアユでは、4 地

点で採集された個体間でふ化から採集時までの平均

成長速度に有意な差が認められ（図 4-5，表 4-2）、成

長速度の経日変化からこの差がふ化後 1 ヵ月以降に

発現したことが明らかとなった（図 4-6，表 4-3）。9
月生まれのアユにおいても同様に、琵琶湖北部で採

集された個体に比べて南部で採集された個体の成長

速度が高く、その差がふ化後 1 ヵ月以降に発現した

ことが確認されている。10) すなわち、漁期当初に漁

獲対象となるアユでは、成長速度に地域差のあるこ

とが明らかとなった。このことは、水域間でアユの

サイズ組成の違い（図 4-4）をもたらす一因となり得

る。 
 次に、10 月上旬生まれのアユにおいて成長速度の

地域差がふ化後 1 ヵ月以降に発現した原因について

考察する。琵琶湖において前期仔魚期からシラス型

仔魚期の前期（東 3）と田中ら 11)では C1 と表記され

ている発育段階）にかけての仔魚は、表層から水温

躍層までの水塊を受動的に分散し、沖合を含む琵琶

湖全域に分布を広げる。3,11) 10 月上旬生まれのアユ

は、シラス型仔魚期の前期を脱するのにふ化後 1 ヵ

月以上を要することから、12) 成長速度に地域差が認

められなかったふ化後 1 ヵ月間はこの発育段階に相

当したと考えられる。遊泳力が未発達で受動的に分

散している発育段階のアユ仔魚では、広範囲を移動

する過程で経験する環境条件が平均化され、同じふ

化時期の個体間で比較した場合には成長差が生じに

くいものと推測される。 
ふ化後 1 ヵ月経過した後の成長速度が知内で採集

されたアユで低かった原因には、次の二つの可能性

が考えられる。第一には知内地先においてアユ仔稚

魚の成長が遅かったこと、第二には成長のはやいア

ユが知内地先に接岸しなかったこと、もしくは知内

地先から移動したことである。琵琶湖において、ア

 

df F P

10月上旬 (n )

10月中旬 0.546 ± 0.043 0.509 ± 0.052 0.506 ± 0.025 0.531 ± 0.019 3, 8.40 1.37 0.318

10月下旬 0.403 ± 0.063 0.404 ± 0.032 0.417 ± 0.048 0.430 ± 0.060 3, 8.55 0.267 0.848

11月上旬 0.331 ± 0.013 a 0.390 ± 0.026 b 0.350 ± 0.044 ab 0.402 ± 0.022 b 3, 8.25 13.9 0.001

11月中旬 0.309 ± 0.032 a 0.431 ± 0.047 ab 0.407 ± 0.041 b 0.426 ± 0.033 b 3, 8.81 12.1 0.002

11月下旬 0.315 ± 0.053 a 0.413 ± 0.039 ab 0.434 ± 0.049 ab 0.421 ± 0.026 b 3, 8.51 5.17 0.026

12月上旬 0.283 ± 0.036 a 0.372 ± 0.036 b 0.388 ± 0.036 b 0.343 ± 0.063 ab 3, 8.76 7.22 0.010

12月中旬 0.243 ± 0.037 0.292 ± 0.030 0.320 ± 0.029 0.323 ± 0.063 3, 8.69 4.31 0.040

10月中旬 (n )

10月下旬 0.402 ± 0.034 0.399 ± 0.073 0.417 ± 0.069 0.424 ± 0.026 3, 8.31 0.474 0.708

11月上旬 0.378 ± 0.032 0.380 ± 0.064 0.393 ± 0.025 0.401 ± 0.031 3, 8.65 0.460 0.717

11月中旬 0.389 ± 0.031 a 0.421 ± 0.040 ab 0.418 ± 0.041 ab 0.468 ± 0.031 b 3, 8.82 4.67 0.032

11月下旬 0.405 ± 0.035 0.409 ± 0.062 0.422 ± 0.029 0.450 ± 0.058 3, 8.54 0.693 0.580

12月上旬 0.332 ± 0.039 0.361 ± 0.064 0.359 ± 0.018 0.403 ± 0.051 3, 7.91 1.73 0.239

12月中旬 0.268 ± 0.014 0.304 ± 0.060 0.313 ± 0.040 0.339 ± 0.069 3, 7.45 3.08 0.095

* :平均 ± 標準偏差.  異なる符号はSteel Dwassの方法による多重比較で有意差があることを示す（P <0.05）．

表4-3　4地点で採集したアユ仔稚魚におけるふ化時期別・期間別の成長速度

期間
成長速度　 (mm/day)* ANOVA

知内 大浦 沖島 能登川
ふ化時期

5 5 5 5

5 5 5 5
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ユ仔稚魚の成長には水温、動物プランクトン密度お

よびアユ自身の生息密度がそれぞれ関与すると考え

られている。1) しかし、本研究では各水域における

これらの経時的な変化に関する情報が得られていな

い。さらに、アユが漁獲加入するまでの移動経路に

ついても不明である。したがって、現時点でこれら

の可能性を検討することはできない。この点を明ら

かにするには、ふ化後 1 ヵ月経過した後のアユ仔魚

を対象に、各水域においてふ化時期別の成長速度を

漁獲加入まで定期的にモニタリングすると同時に、

水温、プランクトン量およびアユの生息密度につい

ての情報を収集することが必要であろう。 
なお、知内と同じ北西部水域に位置する大浦では、

10 月上旬生まれのアユの成長速度において南東部

水域の沖島と能登川の両地点との間に差がみられな

かった（図 4-5，表 4-2）。この原因についても上記の

モニタリングを進めることで明らかになることが期

待される。 
本研究におけるアユの採集地点は、北西部 2 地点、

南東部 2 地点であり（図 4-1）、両水域の特徴を検出

するのに十分であったとは言えないが、アユの生息

環境として両水域をみたとき、次のような違いがあ

る。 
遊泳力が未発達な発育段階のアユ仔魚の分布は湖

流に支配されることになる。3) 琵琶湖の代表的な湖

流である環流（水平循環流）の位置をみると、北西

部水域のうち知内および大浦周辺は反時計回りの第

一環流、南東部水域のうち沖島および能登川周辺は

時計回りの第二環流がそれぞれ影響する水域に相当

する。13) 
遊泳力が発達しはじめ集群性がみられるようにな

ったアユ仔魚は、その分布を沖合から沿岸へ、表層

から底層へと移行させ、第二湖段（段丘上の湖底地

形で日野川沖では水深 8～14 m に位置する）や湖段

崖（第二湖段とこれより深所に位置する第一湖段へ

の移行部）周辺を主なすみ場所にすると報告されて

いる。3) すなわち、アユ仔魚の分布には湖底地形も

関与すると考えられるが、北西部水域と南東部水域

の湖底地形をみると、前者は急峻であるのに対して

後者はなだらかな地形がそれぞれ卓越しており、対

照的な特徴をもつ（図 4-1）。 
このように、琵琶湖北西部水域と南東部水域では

アユ仔魚の分布に影響する環流や湖底地形の特徴が

異なっている。アユ仔魚の成長速度に地域差が生じ

る原因を明らかにするには、上述したように水温、

プランクトン量およびアユの生息密度のモニタリン

グが必要であるが、これと同時に水域による湖流や

地形の違いも検討に加える必要がある。 
 琵琶湖漁業では漁業者の減少や高齢化が進行して

いるため、14) 後継者不足が問題となっている。えり

漁のように地先の漁業者によって操業される漁業で

は、漁獲量が地理的に不均衡である場合、漁獲量が

少ない地域においてはこの問題がより一層深刻とな

る。漁獲量の地理的な偏りを解消することは困難で

あることが予想されるが、その原因が明らかになる

ことは漁業者の不安の解消や操業計画の検討に役立

つと思われる。琵琶湖漁業全体の振興のためにも、

漁獲量の地域差に着目した研究の進展が望まれる。 
 

摘  要 

 

1. 2008～2010 年において、えり漁の漁期当初の漁

獲量は琵琶湖南東部で多く、北西部で少ない傾

向があった。 
2. 2010 年 12 月に各水域で採集したアユの体長を

比較すると、漁獲サイズである体長 30 mm 以上

の個体の比率は南東部の地点が北西部の地点

より高かった。 
3. これらのアユには地点間で成長差が認められ、

この差はふ化後 1 ヵ月経過した後に生じていた。 
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第 5 章 漁獲サイズの年変動 

 

琵琶湖産アユを対象とした漁業の操業は、概ね 11
月下旬から翌年 8 月中旬まで 9 ヵ月もの長期間に及

ぶ。この間にアユの漁獲サイズは成長に伴って大き

く変化するが、成長には顕著な年変動があることか

ら漁獲サイズは同時期であっても年によって一定で

はない。本種は利用目的によってそれぞれ必要とさ

れるサイズが異なるために、漁獲サイズの変動は流

通価格にも大きく影響する。このため、本種の漁獲

サイズの変動要因を明らかにすることは、漁業を行

う上で重要な情報となるばかりでなく、本種の成長

様式を理解するためにも有意義である。 
 琵琶湖産アユの漁獲サイズの変動については、こ

れまでに漁獲魚の年間平均体重が琵琶湖の年間最低

水温に強く影響されることが明らかにされ、年間最

低水温が 12～1 月の積雪日数と有意な負の相関関係

にあることを利用して、稚魚の生息密度と積雪日数

から年間平均体重を予測する手法が開発されている。

1) しかし、漁期中における漁獲サイズの変動傾向や

その変動要因が時期別に異なるかどうかについては

検討されていない。 
本研究では、琵琶湖内におけるアユの漁獲サイズ

の経月および経年的な変動傾向を整理したうえで、

それらの変動と水温、プランクトン量、アユの生息

密度や河川への遡上尾数との関係を調べ、琵琶湖産

アユの漁獲サイズの変動に関わる要因を明らかにし

た。さらに、この結果を利用して漁獲サイズの予測

手法についても検討したので報告する。 
 

材料および方法 

 

本研究では、1994～2010 年の琵琶湖内におけるア

ユの漁獲サイズを解析の対象とした。データは、本

種を対象とした漁業のうち最も操業期間が長く、サ

イズ選択性が少ないと考えられるえり（小型定置網）

の漁獲標本から得た。えり漁は例年 11 月下旬もしく

は 12 月上旬に操業が開始されるが、12 月中旬から

翌年 1 月にかけての一時期は操業が一旦中止される

ため、この間は漁獲標本が収集されていない。この

ため、解析には漁獲標本が継続して収集されている

2 月から 7 月の漁獲サイズデータを用いた。 
えりによるアユの漁獲標本は、琵琶湖北湖で操業

される 8～10 ヵ所のえり（図 5-1）から、各月の中旬

に収集し、10 %ホルマリン液で固定して保存した。

標本の測定は、漁獲日および場所別の標本ごとに 50
尾を上限として標準体長を測定して各標本の平均値

を求め、月ごとにそれらの平均値を算出した（以下、

漁獲体長(mm)）。また、漁獲体長の変化の大きさと各

要因との関係をみるために、翌月までの漁獲体長増

加率を次式により求めた。 
 漁獲体長増加率（％）＝[L(t＋1)-L(t)] / L(t)×100 
  L(t)：t 月の漁獲体長（mm） 
 漁獲サイズの変動に影響を与える要因として以下

の 5 項目を選定し、漁獲体長または漁獲体長増加率

との相関分析を行った。なお、各月の漁獲体長と各

要因との相関分析に使用するデータは、2 月につい

ては前年 10 月から当月まで、毎月の漁獲体長データ

がある 3 月以降は、各要因の影響が及ぶ期間を考慮

し 2 ヵ月前から当月までとした。 
1) 仔魚生息密度 

滋賀県水産試験場ではアユ仔魚の生息密度を評価

 

図 5-1 調査地の概要．■および▲はそれぞれア
ユ漁獲標本を採集した“えり”および“やな”の
位置．点線は仔魚生息密度の調査水域．□は水温
およびプランクトン量の観測定点． 
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するために、ヒウオ生息状況調査を毎年 10～12 月の

期間中に 3 回実施している。この調査では、3 回の

調査それぞれにおいて琵琶湖北湖の 9 水域（図 5-1）
で網口 2 m×1 m の採集用ネットを 18 回（2001 年ま

での 11 月と 12 月の調査では 30 回）曳網して得た 1
曳網当たり採集尾数（尾/網）を求めているが、本研

究では以下の理由により、3 回の調査結果のうちの

最大値を各年のデータとして用いた。なお、2003 年

は 2 回しか調査できなかったので欠測値として扱っ

た。 
仔魚生息密度の調査は、原則として新月の夜間に

行われており、同月の調査であってもどの旬に実施

されたかは年によって一定ではない。また、アユの

ふ化時期も年によって変動する。このため、調査日

とふ化時期がごく近い場合には、仔魚が調査水域に

達していないことや、採集用ネットの網目に留まる

サイズに達していないことが想定される。また、調

査日がふ化時期から長期間経過した場合には、仔魚

の逃避能力の向上や自然死亡により採集尾数は減少

すると考えられる。実際に、調査で採集される仔魚

のふ化日組成みると、調査時期が遅くなるに従い早

生まれの仔魚が採集されない傾向が確認されている。

2) そこで、本研究では 10～12 月に行われた調査結果

のうちの最大値が、その年の仔魚の生息量を最も良

く反映すると判断し、データとして採用した。この

結果、10 月または 11 月の調査結果が採用された。 
2) CPUE 

2 月以降のアユの生息密度の指標値として、志賀

町漁業協同組合および百瀬漁業協同組合（図 5-1）が
操業するえりの 2～6 月の月間漁獲量を、各月の操

業統数とえり漁獲アユの月別平均体重で除して、2～
6 月の月別えり 1 統当たり漁獲尾数（万尾）を求め

た。 
3) 水温 

滋賀県水産試験場が毎月 1 回実施している琵琶湖

定点定期観測 3) において、沖合いに設定された 3 定

点（図 5-1）の水深 10 m 層水温の平均値（℃）から、

前年 10 月～7 月のデータを用いた。 
4) プランクトン量 

琵琶湖定点定期観測 3) における 3 定点（図 5-1）
における水深 0～20 m のプランクトン沈殿量の平均

値（ml/m3）から、前年 10 月～7 月のデータを用い

た。なお、プランクトンの採集は、北原式中層定量

ネット（網口直径 25 cm または 22.5 cm、目合 95 µm）

を用いて行われた。 
5) 遡上尾数 

琵琶湖から河川へのアユの遡上尾数の指標値とし

て、安曇川のやな（図 5-1）における 5 月と 6 月のア

ユ漁獲量を漁獲魚の月別平均体重で除して両月の漁

獲尾数（万尾）を求めた。 
次に、これらの要因相互の関係をみるため、各月

の水温およびプランクトン量と仔魚生息密度、

CPUE および遡上尾数との相関を調べた。この際、

使用するデータは 2 ヵ月前から当月までを対象とし

た。 
 さらに、5 月の漁獲体長の予測手法を検討するた

め、2 月の漁獲体長、CPUE およびプランクトン量を

説明変数として重回帰分析を行った。最良重回帰式

は、変数減少法による変数選択により、赤池の情報

量規準（AIC、Akaike’s Information Criterion）が最小

となるモデルを求めた。 

 

結  果 

 

漁獲サイズの変動傾向 えりによるアユの漁獲体

長は、2 月には 39.0～49.1 mm であったが、7 月には

63.8～88.8 mm へと増加した（図 5-2）。漁獲体長の

経月変化を年ごとにみると、その傾向は年によって

 
図 5-2 えりによる漁獲アユの平均体長の経月
変化． 
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異なっており、2002 年や 2010 年のように 2 月には

相対的に大きいが 6～7 月には小さくなる年がある

一方、2005 年のように 4 月までは平均的だが 6～7
月に著しく大きくなる年もみられた（図 5-2）。各月

の漁獲体長の相関関係をみると、2 月から 5 月の各

月の間には、1 例（3 月と 5 月）を除いて有意な正の

相関が認められ、6 月と 7 月の間にも有意な正の相

関が認められた（表 5-1）。一方、5 月以前の漁獲体

長と 6 月以降のそれらの間には、すべての組み合わ

せにおいて有意な相関は認められなかった（表 5-1）。 
漁獲サイズと各要因との関係 2 月から 7 月まで

の漁獲体長と各要因との相関分析結果を表 5-2 に示

した。2 月の漁獲体長は、前年秋の仔魚生息密度と

の間に有意な負の相関が認められたが、その他の要

因との間には相関は認められなかった。3 月の漁獲

体長は、すべての要因との間に有意な相関は認めら

れなかった。4 月と 5 月の漁獲体長は、3 月のプラン

クトン量と有意な正の相関が認められたが、これ以

外の要因との間には有意な相関は認められなかった。

6 月の漁獲体長は、4 月から 6 月の CPUE と有意な

負の相関が認められたが、これ以外の要因との間に

は有意な相関は認められなかった。7 月の漁獲体長

は、7 月のプランクトン量との間に有意な正の相関

が、5 月と 6 月の CPUE との間には有意な負の相関

がそれぞれ認められた。なお、後述するように、6 月

以降の漁獲体長は、大型個体が河川遡上した影響を

受けている可能性があるため、上記の分析とは別に、

遡上尾数が平均値の 95％信頼区間上限値を上回っ

た 5 カ年を除く 12 年分を対象にした分析も同様に
 

2月 3月 4月 5月 6月 7月

2月 1.000

3月 0.770 *** 1.000
(16)

4月 0.724 ** 0.600 * 1.000
(16) (17)

5月 0.720 ** 0.412 0.870 *** 1.000
(16) (17) (17)

6月 0.260 0.038 0.235 0.378 1.000
(16) (17) (17) (17)

7月 0.182 0.024 0.058 0.164 0.866 *** 1.000
(14) (15) (15) (15) (15)

アスタリスクは有意水準 5%(*), 1%(**) および 0.1%(***)でそれぞれ有意であることを示す．

括弧内の数字はデータ数．

表5-1　えり漁におけるアユ漁獲体長の各月間の相関分析結果

 

3月 4月 5月

水温 10月 0.371 － － － － － － － － － － － － － －

11月 0.237 － － － － － － － － － － － － － －

12月 0.065 － － － － － － － － － － － － － －

1月 -0.152 -0.413 － － － － － － － － － － － － －

2月 0.010 -0.246 0.140 － － － － － -0.213 － － － － － －

3月 － -0.111 0.248 0.260 － － － － -0.025 0.427 － － － － －

4月 － － 0.260 0.134 -0.154 0.080 － － － 0.244 -0.210 － － － －

5月 － － － 0.105 -0.116 0.098 0.088 0.302 － － -0.038 -0.262 -0.202 － －

6月 － － － － -0.162 0.004 0.014 0.149 － － － -0.097 0.058 0.371 0.329
7月 － － － － － － 0.445 0.558 － － － － － 0.405 0.482

10月 -0.285 － － － － － － － － － － － － － －

11月 0.152 － － － － － － － － － － － － － －

12月 0.262 － － － － － － － － － － － － － －

1月 0.348 0.155 － － － － － － － － － － － － －

2月 0.003 0.075 0.399 － － － － － 0.243 － － － － － －

3月 － 0.103 0.677 ** 0.653 ** － － － － -0.128 0.687 ** － － － － －

4月 － － 0.449 0.456 -0.221 -0.041 － － － 0.548 * 0.056 － － － －

5月 － － － -0.017 0.051 -0.026 -0.077 -0.175 － － 0.429 0.120 0.030 － －

6月 － － － － -0.005 -0.080 0.069 -0.025 － － － 0.585 * 0.658 * 0.204 0.113
7月 － － － － － － 0.529 * 0.462 － － － － － 0.553 * 0.635 *

仔魚生息密度 10‐11月 -0.544 * － － － － － － － － － － － － － －

2月 -0.148 0.332 -0.070 － － － － － 0.585 － － － － － －

3月 － 0.024 -0.126 -0.368 － － － － 0.465 -0.137 － － － － －

4月 － － -0.011 -0.257 -0.692 ** -0.716 ** － － － 0.022 -0.476 － － － －

5月 － － － -0.494 -0.788 *** -0.759 ** -0.578 * -0.543 － － -0.329 -0.145 -0.099 － －

6月 － － － － -0.661 ** -0.662 * -0.556 * -0.559 － － － -0.025 0.058 0.129 0.122
遡上尾数 5‐6月 － － － -0.255 － -0.347 － － － － -0.424 － － －

アスタリスクは有意水準 5%(*), 1%(**) および 0.1%(***)でそれぞれ有意あることを示す．

プランクトン量

えり漁CPUE

# aはすべての年を含む相関係数、 bは河川への遡上尾数が平均値の95％信頼区間上限値を上回った5か年を除いた12年分の相関係数を示す．

5‐6月 6‐7月

a b a b a b a b

要因
漁獲体長 漁獲体長増加率

2月 6月
# 7月

# 2‐3月 3‐4月 4‐5月

表5-2　えり漁におけるアユの漁獲体長および漁獲体長増加率と各要因との相関分析結果
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行った。この結果、6 月の漁獲体長と各要因との関

係は、すべての年を対象とした分析と同様の結果が

得られた。一方、7 月の漁獲体長と 7 月のプランク

トン量および 5～6 月の CPUE との間にみられた相

関の有意性は、検出されなかった。 
2 月から 6 月までの漁獲体長増加率と各要因との

相関分析結果を表 5-2 に示した。3～4 月の漁獲体長

増加率は、3 月と 4 月のプランクトン量、5～6 月の

漁獲体長増加率は 6 月のプランクトン量、6～7 月の

漁獲体長増加率は 7 月のプランクトン量との間にそ

れぞれ有意な正の相関が認められた。なお、5～6 月、

6～7 月の漁獲体長増加率と各要因との関係につい

ては、上記の理由により、遡上尾数の多かった 5 カ

年を除いた分析もあわせて行った。この結果、すべ

ての年を対象とした分析と同様の結果が得られた。 
水温およびプランクトン量と各要因との関係 前

年 10 月から 7 月までの水温とプランクトン量、仔

魚生息密度、CPUE および遡上尾数との関係を調べ

た結果、いくつかの組み合わせで有意な相関が認め

られた（表 5-3）。11 月のプランクトン量は 10 月と

11 月の水温と、4 月のプランクトン量は 3 月の水温

との間にそれぞれ有意な正の相関が認められた。一

方、5 月のプランクトン量は 4 月の水温と有意な負

の相関が認められた。仔魚生息密度、2 月から 6 月

の CPUE は水温との間に有意な相関は認められなか

った。5～6 月の遡上尾数は、4 月の水温と有意な正

の相関が認められた。次に、プランクトン量と仔魚

生息密度、CPUE および遡上尾数との関係を調べた

結果、これらのすべての組み合わせにおいて有意な

相関は認められなかった（表 5-4）。 
5 月漁獲体長の予測手法の検討 先述のとおり、

アユの漁獲サイズには本種の生息密度やプランクト

ン量が関わっていることが明らかとなった（表 5-2）。
そこで、5 月の漁獲体長を目的変数、2 月の漁獲体

長、CPUE およびプランクトン量を説明変数とし、

それらのすべてが揃っている 11 年分のデータを用

いて重回帰分析を行った。変数減少法による変数選

択の結果、3 つの変数すべてが採択された。最良重

回帰式は 
L(5)=1.28L(2)-0.0869CPUE(2)+0.555PL(2)+6.65  (1) 

であった。ただし、L(2)、CPUE(2)、PL(2)はそれぞれ 2
月の漁獲体長、CPUE およびプランクトン量を示す。

自由度調整済み決定係数は 0.675、AIC は 61.5 であ

り、分散分析の結果、回帰は 5％の水準で有意であ

った（F=7.91、P<0.05）。なお、それぞれの説明変数

の間には有意な相関は認められず（表 5-2、表 5-4）、
多重共線性は確認されなかった。(1)式から得た 5 月

漁獲体長の推定値は、概ね実測値の変動を反映して 

 

10月 -0.252 － － － － － － － － －

11月 0.560 * 0.536 * － － － － － － － －

12月 0.336 0.418 0.356 － － － － － － －

1月 － -0.064 0.108 0.018 － － － － － －

2月 － － 0.132 -0.174 -0.071 － － － － －

3月 － － － 0.001 0.181 0.217 － － － －

4月 － － － － 0.446 0.531 * 0.316 － － －

5月 － － － － － -0.452 -0.533 * -0.418 － －

6月 － － － － － － -0.369 -0.173 0.253 －

7月 － － － － － － － 0.233 0.169 0.286

仔魚生息密度 10‐11月 -0.205 -0.180 － － － － － － － －

2月 -0.188 -0.180 -0.418 -0.567 -0.469 － － － － －

3月 － － － -0.047 0.007 0.196 － － － －

4月 － － － － 0.135 0.250 0.435 － － －

5月 － － － － － 0.102 0.370 0.267 － －

6月 － － － － － － 0.079 0.003 0.056 －

遡上尾数 5‐6月 － － － － － 0.333 0.500 * 0.466 0.365 －

アスタリスクは有意水準 5%で有意であることを示す．

プランクトン量

えり漁CPUE

表5-3　琵琶湖の水深10m層水温と各要因との相関分析結果

要因
水温

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月
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いた（図 5-3）。 
 

考  察 

 

琵琶湖産アユには大別して春から夏にかけて河川

に遡上する群と、夏の間も湖中に留まる群が存在す

る。4, 5) このような回遊様式の変化はアユのふ化時

期とも関係しており、河川に遡上するアユは同時期

に琵琶湖に残留するアユに比べてふ化時期が早く、

体長が大きいという特徴をもつ。5, 6) これらの河川

への遡上は、主に 4～5 月以降に本格的に始まる。7)

本研究の対象としたえりで漁獲されたアユのふ化時

期は、2 月から 6 月までの間に次第に遅生まれのア

ユが加入することによってその範囲が拡大し、4 月

以降には概ねふ化時期全体に及ぶが、ふ化時期のモ

ードは月の経過とともに次第に遅くなる傾向が確認

されている。8) したがって、えりによるアユの漁獲

サイズの変動には、成長の変動だけでなく、回遊様

式の変化にも影響を受けていることが想定される。

本研究で調べたえりによるアユの漁獲サイズの変動

傾向は、1 例を除くと 2～5 月の各月間および 6 月と

7 月の漁獲体長の間に有意な正の相関が認められた

が、5 月以前と 6 月以降の各月の間には有意な相関

は認められなかった（表 5-1）。このことは、漁獲サ

イズの変動傾向が 5 月までとそれ以降では異なるこ

とを示している。傾向が共通していた 2～5 月の漁

獲サイズの変動は、3 月までは遅生まれの加入に伴

う影響を受けるが、概ね琵琶湖産アユ全体の成長の

変動を反映していると考えられる。一方、5～6 月の

遡上尾数と 5～6 月の漁獲体長増加率との間には、

有意ではないが負の傾向がみられた（表 5-2）。この

ことは、大型のアユが河川へ遡上することによって

6 月以降のえり漁獲アユの漁獲体長の変化が小さく

なることを示唆する。すなわち、河川への遡上尾数

が多い年には、6 月以降の漁獲サイズの変動はアユ

の成長を反映しない可能性があると考えられる。 
 2 月に琵琶湖で漁獲されたアユの漁獲体長は、前

年秋の仔魚生息密度との間に有意な負の相関が認め

られ、2 月の CPUE との間には相関関係は認められ

なかった（表 5-2）。琵琶湖産アユの成長は、1 月か

ら 2 月にかけて停滞し、それ以前の成長速度は前年

秋のふ化日に近いほどはやいことが知られている。

6) したがって、2 月の漁獲体長の年変動は、成長停滞

期に至るまでの前年秋の成長の早遅を反映すると考

えられる。一般的に魚類の成長は生息密度が高まる

と抑制されることが知られており、9) 河川生活期の

 

仔魚生息密度 10‐11月 0.112 -0.161 － － － － － － －

2月 0.520 0.111 -0.117 -0.081 0.304 － － － －

3月 － － － -0.149 0.195 -0.026 － － －

4月 － － － － 0.164 0.103 0.297 － －

5月 － － － － － -0.274 0.105 -0.471 －

6月 － － － － － － -0.099 -0.270 0.298

遡上尾数 5‐6月 － － － － － 0.402 0.422 -0.460 -0.353

5月 6月

えり漁CPUE

表5-4　琵琶湖のプランクトン量と各要因との相関分析結果

要因
プランクトン量

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

 
図 5-3 えり漁において 5 月に漁獲されたアユの
体長実測値と予測値との関係． 
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アユ 10-12) や琵琶湖のイサザ Gymnogobius isaza 13)で

は、それらのサイズと生息密度の間に負の相関関係

が認められている。琵琶湖のアユにおいても生活史

初期の秋の生息密度が成長に対して抑制的に働いて

おり、このことが 2 月の漁獲サイズに影響したと考

えられる。 
 4 月と 5 月の漁獲体長は、ともに 3 月のプランク

トン量と有意な正の相関が認められた（表 5-2）。ま

た、3～4 月の漁獲体長増加率は、3 月および 4 月の

プランクトン量との間に有意な正の相関が認められ

た（表 5-2）。琵琶湖産アユにおいて、冬の成長停滞

期を脱する時期は 1 月から 2 月と推定されている。

6) 紀伊半島西岸海域では、プランクトン量がアユの

成長に対して促進的に働くことが認められている。

14, 15) 琵琶湖おいても同様に、アユが成長停滞期を脱

した 3 月以降にはプランクトン量の多さがアユの成

長に対して有利に作用し、漁獲サイズに影響したも

のと考えられる。一方、3 月から 5 月までの漁獲体

長と漁獲体長増加率は、ともに CPUE との間に有意

な相関関係は認められなかった（表 5-2）。すなわち、

この期間の漁獲サイズとその変動には、密度依存的

な抑制は見出せなかった。琵琶湖産アユでは、2 月

から 4 月の減耗が多くの年で密度依存的な傾向をも

つことが知られている。16) また、田中 6) は冬の自然

減耗が成長の遅い小型個体を中心に起こる可能性を

指摘している。仮に、冬の密度依存的な減耗が小型

個体を中心に起こるとすれば、生息密度の高い年に

成長の抑制が生じていたとしても、漁獲サイズには

それが十分に反映されないことが推定される。した

がって、2 月から 4 月の間においても密度依存的な

成長抑制が存在する可能性は否定できない。この点

を検討するには、4 月以降に生残した個体の成長履

歴を資源水準が異なる複数年にわたって比較するこ

とが有効であろう。 
 6 月と 7 月の漁獲体長は、4～6 月の CPUE との間

に有意な負の相関が認められた（表 5-2）。先述した

ように、大型個体が河川へ遡上した結果、6 月以降

の漁獲体長はアユの成長を十分に反映しない場合が

あると考えられる。そこで、遡上尾数が多かった 5
カ年を除いた 12 年間を対象に分析した結果、6 月に

ついては同様の結果が得られた（表 5-2）。7 月につ

いては、おそらくはデータ数が減少したことによっ

て CPUE との有意性は検出されなかったが、相関係

数はほぼ同水準であった（表 5-2）。したがって、春

以降のアユの成長もアユ自身の生息密度に抑制的な

影響を受けており、その影響が漁獲サイズに現れて

いるものと考えられる。 
 7 月の漁獲体長は、7 月のプランクトン量との間

に有意な正の相関が認められ、5～6 月と 6～7 月の

漁獲体長増加率はそれぞれ 6 月と 7 月のプランクト

ン量との間に有意な正の相関が認められた（表 5-2）。
遡上尾数が多い 5 カ年を除いた分析においても、漁

獲体長増加率については同様の結果が得られたこと

から、5 月以降においてもプランクトン量の多さは

アユの成長に対して促進的に作用しており、そのこ

とが漁獲サイズに反映したものと考えられる。 
湖水温は、2 月から 7 月までの漁獲体長および漁

獲体長増加率とのすべての組み合わせにおいて、有

意な相関関係は認められなかった（表 5-2）。水温は、

一般に魚類の代謝速度に影響を与え、一定の範囲内

では高水温のほうが成長は促進される。9) 実際に種

苗生産過程においては、アユの成長速度はふ化時の

水温と正の相関関係が認められている。17) 一方、海

域におけるアユの成長と水温の関係は、茨城県久慈

川周辺海域のように海水温が高い年のほうがアユの

成長がはやいという報告 18) もあるが、紀伊半島西岸

海域のように海水温が高い年はプランクトン量が少

ない傾向にあり、アユの成長はむしろ遅くなるとい

う報告 14) もある。琵琶湖においては、西森ら 1) が寒

冷年（1981、1984 年）と暖冬年（1983、1989 年）の

アユの成長を比較し、特に 2 月から 4 月の成長量が

前者で小さいことから、成長に対する冬の水温低下

の影響を指摘している。このように、天然水域にお

けるアユの成長と水温の関係は水域により一定では

ない。本研究で明らかとなったように、琵琶湖にお

けるアユの成長には、生活史初期の秋にはアユ自身

の生息密度が、3 月以降はプランクトン量が、6 月以

降にはこれに加えて再びアユの生息密度が関係する

と考えられた（表 5-2）。このように、琵琶湖産アユ

の成長はどの時期においても湖水温以外の要因の影

響を受けているため、水温の直接的な影響が明瞭に

は現れにくく、漁獲サイズにも反映されにくいと考

えられる。冬の水温低下の影響についてみると、本

研究で解析対象とした 1994～2010 年の琵琶湖の年

間最低水温は 6.6～8.1℃の範囲にあったが、西森ら

1)が冬にアユの成長量の低下がみられたと指摘した
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1981 年と 1984 年の年間最低水温はこの範囲をさら

に下回る 6.2℃ 19) と 5.4℃ 20) であった。このことか

ら、琵琶湖産アユの冬の間の成長に対する水温の影

響は、水温が一定の水準以下に低下した時に明瞭に

現れるのであろう。また、4 月のプランクトン量は 3
～4 月の漁獲体長増加率と有意な正の相関がみられ

たが（表 5-2）、同時に 3 月の湖水温との間にも有意

な正の相関が認められた（表 5-3）。このことは、水

温がアユの餌となるプランクトンの増殖速度に作用

し、間接的にアユの成長に影響した可能性を示して

おり、水温がアユの成長に与える影響を明らかにす

るには、この点からの検討も必要であろう。 
5 月はアユの漁獲サイズが顕著な年変動を示し

（図 5-2）、年によっては佃煮などの加工品には適さ

ない大型の個体が出現し始める時期である。そこで、

5 月の漁獲体長を予測することを目的に、2 月の漁

獲体長、CPUE およびプランクトン量を説明変数と

した重回帰分析を行った結果、有意な回帰式が得ら

れ、この式から得た 5 月の漁獲体長の推定値は、概

ね実際の漁獲体長の変動を反映していた（図 5-3）。
すなわち、2 月に得られるデータから 5 月の漁獲体

長が予測できると考えられた。 
 以上、本研究では琵琶湖で操業されるえりによる

アユの漁獲サイズの変動傾向を整理し、それに影響

する要因を時期別に検討した。この結果、琵琶湖産

アユの漁獲サイズの変動には、アユ自身の生息密度

や餌となるプランクトン量がアユの成長の変動を介

して関わっていることが明らかとなった。また、こ

れらの情報を利用して 2 月に得られるデータから 5
月の漁獲体長の予測式を導くことができた。今後は、

琵琶湖産アユ資源の総合的な管理方策を検討するた

め、アユ資源の減耗過程や減耗要因を時期別に明ら

かにする必要がある。 
 

摘  要 

 
1. えり漁によるアユの漁獲サイズの経月変化に

は顕著な年変動が認められ、2～5 月にはその年

の成長を反映して変化したが、6 月以降は大型

個体の河川遡上量の多寡に影響を受けた。 
2. 漁獲サイズの変動には、アユ自身の生息密度や

餌となるプランクトン量が成長変動を介して

関わっていると考えられた。 

3. 5 月の漁獲体長は、2 月のえり漁によるアユの

漁獲体長と CPUE、2 月のプランクトン量を説

明変数とした重回帰式により概ね予測できた。 
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第 6章 冬季の減耗 

 

琵琶湖のアユを対象とする漁業には、えり漁（小

型定置網漁業）、刺網漁業、あゆ沖びき網漁業（底び

き網漁業）、やな漁業、追さで網漁業およびあゆ沖す

くい網漁業があり、極めて多様な漁業が営まれてい

る。これらの漁業の漁期は、えり漁では 11 月下旬か

ら翌年 8 月まで長期間に及ぶが、あゆ沖びき網漁業

では 2 月に限定され、これら以外の漁業は春以降に

操業が本格化する。淡水魚においては、環境条件が

厳しい冬の間の個体数減耗が資源変動における重要

な現象と認識されていることから、1) 冬の間の資源

減耗はアユを漁獲対象とする多くの漁業に影響を与

える。しかし、琵琶湖のアユを対象として冬の個体

数減耗に着目した研究はほとんど行われておらず、

1966 年春以降の著しい不漁の原因が、冬の間の例年

以上の水温低下と餌不足による成育阻害および個体

数減耗によってもたらされたとの報告 2) があるの

みである。 
本種の適切な資源管理あるいは精度の高い漁況予

測を行うためは、冬の減耗の特徴やその原因を明ら

かにする必要がある。そこで、本研究では冬の間の

アユの個体数変動の傾向を比較するとともに、水温、

プランクトン量およびアユの栄養状態の指標値との

関係を分析した。 

 

材料および方法 

 

分析には、1999 年および 2002～2010 年に得られ

た次のデータを用いた。 
 CPUE と漁獲サイズ えり漁における月別の 1 統

当たり漁獲尾数（以下、CPUE）を各月のアユ資源尾

数の指標値として用いた。えり漁は、11 月下旬もし

くは 12 月初めに操業を開始するが、漁獲量が需要を

満たすと一時休漁し、操業を再開するのは概ね 2 月

以降である。このことから、冬から春にかけてのア

ユ資源尾数の指標には 2～4 月の CPUE を用いた。

CPUE を求めるための漁獲量と操業統数の情報は、

解析対象とした 10 年間にえり漁を安定して操業し

ていた志賀町漁協および百瀬漁協（図 6-1）から聞き

取り調査により収集した。一方、琵琶湖北湖で操業

される 8～10 統のえり（図 6-1）で漁獲されたアユの

標本を、2 月から 4 月までの各月中旬に収集し、10 %

ホルマリン液で固定して保存した。漁獲日および場

所別の標本ごとに 50 尾を上限としてアユの標準体

長（SL、以下、体長）と体重（BW）を測定し、月ご

とに集計してそれらの平均値を求めた。月別の漁獲

量を操業統数で除し、これを該当する月の平均体重

で除して CPUE を算出した。 
 肥満度 魚類において栄養状態の指標として用い

られる Condition factor（CF＝BW×SL-3×103）は、体

長体重関係をアロメトリー式で表したときの相対成

長係数が 3 以外の場合には適用が好ましくなく、琵

琶湖産アユもこれに当てはまると指摘されている。

3）このため、本研究では次の方法により相対肥満度

（Relative condition: Kn ) 4) を算出し、栄養状態の指

標とした。はじめに、収集した全標本の体長体重デ

ータを常用対数に変換したうえで両者の関係を一次

回帰式に当てはめ、MS-Excel のソルバーを用いて残

差平方和が最小となるようアロメトリー式BW= a SL 
b のパラメータを推定した。ただし、各年、各月の標

本数が異なるため、各々に求めた残差平方和を標本

数で除してこの総和を最小とすることで、パラメー

タ推定に対する標本数の偏りを調整した。次に、こ

 
 

図 6-1 調査地の概要．〇は解析データを得た漁
協の位置：志賀町漁協(a)、百瀬漁協(b)．網掛けは
えり漁の操業区域．□は水深 10 m 層の水温とプラ
ンクトン量の観測定点． 

0 5 10 km

N

琵琶湖

b

a



酒井明久 

82 
 

のアロメトリー式から個体ごとに体長観測値に対す

る体重の期待値（BW’）を算出し、次式により Kn を

求めた。 
   Kn＝BW / BW’ 

Kn は年別、月別に集計し、その平均値を比較し

た。 
水温 滋賀県水産試験場が毎月1回、琵琶湖で観

測している層別水温のデータから、沖合いに設定さ

れた3 定点（図6-1）における水深10 m層の観測値

の平均（℃）を、前年12月～4月の各月について求

めた。 
プランクトン量 滋賀県水産試験場が毎月1 回、

琵琶湖で観測している層別のプランクトン沈殿量

のデータから、水温と同じ3 定点（図6-1）における

水深0–10 mと10–20 mの観測値、計6 データの平均

値（ml/m3）を、前年12月～4月の各月について求め

た。なお、プランクトンの採集には、北原式中層定

量ネット（網口直径25 cmまたは22.5 cm、目合95 µm）

が使用された。 
 

結  果 

 

CPUE と漁獲サイズ 2 月から 4 月までのえり漁

におけるアユの CPUE の推移を図 6-2 に示す。2 月

の CPUE には顕著な年変動が認められ、その最小値

11.9 万尾（2005 年）と最大値 92.5 万尾（2002 年）

との間には 7.8 倍の差がみられた。2006 年 2 月の

CPUE は 10 年間では 2 番目に高い 79.9 万尾であっ

た。2 月から 4 月までの CPUE の変動傾向は、概ね

横ばいに推移する年がある一方で、2002 年、2004 年

および 2006 年のように大きく減少する年がみられ、

特に 2006 年はその傾向が著しかった。 
次に、2 月 CPUE に対する 4 月 CPUE の関係をみ

ると、2006 年は他の年から大きく外れた位置にプロ

ットされ、これ以外の年は 2 月 CPUE が多い年ほど

4 月 CPUE も多くなる傾向がみられた（図 6-3）。こ

れらの関係を Spearman の順位相関係数により検討

したところ、すべての年を対象としたときには両者

の関係は有意ではなかったが（n = 10，rs = 0.515，P 
= 0.122）、2006 年を除くと有意な正の相関関係が認

められた（n = 9，rs = 0.800，P = 0.024，図 6-3）。 
えり漁によるアユの漁獲サイズを図 6-4 に示す。

2 月から 4 月の漁獲サイズには顕著な年変動が認め

られた。2 月の漁獲サイズは 42.9 mm（2004 年）か

ら 49.1 mm（2008 年）の範囲にあり、2006 年は 44.9 
mm であった。3 月の漁獲サイズは 45.9 mm（2009
年）から 58.5 mm（2002 年）の範囲にあり、2006 年

は 51.4 mm であった。4 月の漁獲サイズは 49.1 mm
（1999 年）から 61.1 mm（2004 年）の範囲にあり、

2006 年は 53.6 mm であった。 
 肥満度 全標本から得たアユの体長体重関係は次

式で表された。 
    Log10BW ＝ 3.97 Log10SL－6.74 

   (n = 8,505、r2 = 0.994) 

 
図 6-2 えり漁におけるアユ CPUE の経月変化． 
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図 6-3 2 月 CPUE と 4 月 CPUE との関係．数値は
漁期の年を示す．*は 2006 年を除くことを示す． 

0

10

20

30

40

50

0 20 40 60 80 100

4月
C

PU
E

(万
尾

/ 統
/ 月

)

2月CPUE (万尾 / 統 / 月) 

‘06

‘02‘04

‘10

‘09

‘05

‘07
‘99

‘08
‘03

n  = 10
rs = 0.515
P = 0.122

n  = 9*
rs = 0.800
P = 0.024



アユの成長、冬の減耗、遡上回遊の年変動 

83 
 

 この式から個体ごとに体重の期待値 BW’を算出

し Kn を求めた。月ごとの Kn 平均値を年間で比較す

ると、各月ともにそれらは有意に異なっていた（図

6-5）（一元配置分散分析，2 月：F 9, 1001 = 27.0，P < 
0.001，3 月：F 9, 1048 = 39.5，P < 0.001，4 月：F 9, 1148 

= 10.8，P < 0.001）。2 月には Knが 0.97 未満の年（1999，
2002，2003，2006，2007）と 0.99 以上の年（2004，

2005，2008，2009，2010）二分され、多重比較の結

果、両グループ間に有意な差が認められた（表 6-1）。
2006 年は Kn が低い方のグループに属し、その値は

全体の最低値 0.94 を示した（図 6-5）。一方、3 月に

はこの区分は維持されず、2006 年の Kn の値は 1.0
に上昇した（図 6-5，表 6-2）。 

水温およびプランクトン量 解析対象とした 10

 
図 6-4 えり漁で漁獲されたアユの月別平均体長
の推移．凡例は図 6-2 と同じ． 
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年

t P t P t P t P t P t P t P t P t P t P

1999 - -

2002 1.855 0.699 - -

2003 0.366 1.000 1.343 0.944 - -

2004 5.372 0.000 6.534 0.000 5.136 0.000 - -

2005 4.878 0.000 6.067 0.000 4.727 0.000 0.199 1.000 - -

2006 2.710 0.170 0.665 1.000 2.072 0.548 7.567 0.000 7.016 0.000 - -

2007 0.058 1.000 1.727 0.780 0.383 1.000 4.742 0.000 4.349 0.001 2.474 0.283 - -

2008 7.380 0.000 8.309 0.000 7.048 0.000 2.508 0.265 2.593 0.221 9.276 0.000 6.693 0.000 - -

2009 6.724 0.000 7.712 0.000 6.450 0.000 1.886 0.679 1.994 0.603 8.654 0.000 6.094 0.000 0.568 1.000 - -

2010 6.288 0.000 7.313 0.000 6.051 0.000 1.471 0.904 1.595 0.851 8.239 0.000 5.695 0.000 0.947 0.995 0.379 1.000 - -

2010

表6-1　2月中旬に漁獲されたアユの相対肥満度の多重比較結果（Tukeyの方法）

1999 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

Year

t P t P t P t P t P t P t P t P t P t P

1999 - -

2002 5.324 0.000 - -

2003 1.056 0.989 3.922 0.004 - -

2004 0.096 1.000 5.216 0.000 0.963 0.994 - -

2005 1.880 0.683 3.022 0.076 0.794 0.999 1.787 0.744 - -

2006 0.871 0.997 6.491 0.000 1.920 0.656 0.970 0.994 2.767 0.148 - -

2007 9.901 0.000 15.56 0.000 10.49 0.000 9.99 0.000 11.24 0.000 9.411 0.000 - -

2008 6.751 0.000 11.81 0.000 7.450 0.000 6.833 0.000 8.171 0.000 6.180 0.000 2.441 0.302 - -

2009 1.815 0.726 3.116 0.058 0.726 0.999 1.721 0.783 0.070 1.000 2.704 0.172 11.22 0.000 8.134 0.000 - -

2010 2.635 0.202 7.464 0.000 3.488 0.018 2.719 0.166 4.223 0.001 1.942 0.640 6.389 0.000 3.749 0.007 4.172 0.001 - -

2010

表6-2　3月中旬に漁獲されたアユの相対肥満度の多重比較結果（Tukeyの方法）

1999 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

 

図 6-5 えり漁で漁獲されたアユの月別相対肥満度
の推移．凡例は図 6-2 と同じ． 
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年間における前年 12 月から 4 月までの琵琶湖の水

温変化を図 6-6 に示す。年間最低水温は 2 月または

3 月に観測され、この最低値は 2006 年 2 月の 6.6 ℃
であった。一方、年間最低水温の最高値は、2007 年

2 月の 8.1 ℃であり、最大で 1.5 ℃の年変動があっ

た。 
前年 12 月から 4 月までの琵琶湖におけるプラン

クトン量の変化を図 6-7 に示す。この期間中におけ

るプランクトン量の最小値は、1 月または 2 月に観

測されることが多かった。この値は 2003 年 2 月の

0.85 ml/m3 、1999 年 2 月の 0.90 ml/m3、2006 年 1 月

の 1.11 ml/m3 の順に小さかった。 
 要因間の相関分析 水温、プランクトン量および

Kn の相互の関係を把握するため相関分析を行った。

この結果、有意水準 5％ではすべての組み合わせで

有意な相関関係は認められなかったが（表 6-3）、2 月

の Kn は 1 月の水温が高いほうが大きくなる傾向が

あった（n = 10，r = 0.560，P = 0.092）。 
 

考  察 

 

本研究では、琵琶湖のアユ資源において冬の減耗

の特徴やそれを引き起こす原因を明らかにする目的

で、水温が最も低下する 2 月から水温が上昇し始め

る 4 月までの間の情報を収集し、分析を行った。2 月

と 4 月の CPUE の関係をみると、2006 年を除けば両

者に有意な正の相関関係が認められ、2 月の CPUE
が高い年には 4 月のそれも高くなる傾向が認められ

た（図 6-3）。これに対し、2006 年 2 月の CPUE に対

する 4 月のそれは、他年と比べると大きく下方に外

れていた（図 6-3）。このことは、2006 年の冬には特

異的に大きな減耗が起こったことを示す。魚類にお

ける冬の減耗要因には、低温ストレス、栄養状態、

被食および病気を挙げることができ、1) これらに加

えて漁獲の影響も考慮する必要がある。2006 年の情

報の分析は、琵琶湖産アユにおける冬の減耗要因を

特定するうえで有益と考えられるため、以下に各要

因に関係する情報を整理した。 

 
図 6-6 琵琶湖の水深 10 m 層の水温の推移．凡例
は図 6-2 と同じ． 
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図 6-7 琵琶湖のプランクトン量の推移．凡例は図
6-2 と同じ． 
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1月 2月 1月 2月

プランクトン量 1月 0.285 - - -

(0.425)

2月 -0.144 -0.101 - -

(0.691) (0.782)

相対肥満度 2月 0.560 0.306 0.332 0.201
(0.092) (0.391) (0.349) (0.578)

表6-3　水温、プランクトン量および相対肥満度の相互の相関分析結果

要因
水温 プランクトン量

* 括弧内の数値はP値を示す．
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 低水温は魚類に対して浸透調整障害を引き起こし、

5) 冬の間の減耗要因となる。1, 6) 琵琶湖産アユを用い

て各水温下に 72 時間暴露したときの生残率を調べ

た実験では、水温が 8 ℃を下回ると生残率は次第に

低下し、3 ℃ではすべての個体が死亡したと報告さ

れている。7) さらに、湖沼においてアユが越冬でき

る水温条件は 3 ℃以下に低下しないことと指摘さ

れている。8) 本研究の対象とした 10 年間において、

年間最低水温は 2007 年（8.1 ℃）を除く 9 年間で

8 ℃を下回り、最低値は 2006 年の 6.6 ℃であった

（図 6-6）。冬にアユの資源水準が著しく低下したと

推測されている 1966 年の年間最低水温は、2 月に

6.7 ℃と観測されており、2) 2006 年と同水準であっ

た。これらのことから、琵琶湖の冬の水温は多くの

年でアユに生理的なストレスを与える水準に低下し

ており、これが減耗要因の一つと推測される。2006
年は例年より低水温であったため、生残率への影響

は他の年と比べて大きかったと考えられるが、その

水温（6.6 ℃）は多くのアユに致死的な影響を与える

3 ℃を上回っており、この年の著しい減耗を説明す

るには十分ではない。 
 栄養状態の悪化にともなう冬の減耗は多くの魚種

で報告されており、1) ニジマス Oncorhynchus mykiss
や 9）オオクチバス Micropterus salmoides 10) の例があ

る。琵琶湖においても、ホンモロコ Gnathopogon 
caerulescens では冬までに体長が概ね 6 cm に達しな

い個体は脂肪の蓄積量が少なく、これらの個体では

春までの減耗が大きいという。11, 12）本研究において、

アユの栄養状態の指標とした Kn をみると、2 月中旬

にはこの値が高い年と低い年に二分され、2006 年は

肥満度が低い年に区分された（図 6-5，表 6-1）。すな

わち、2006 年は著しい減耗が起こる直前の 2 月にア

ユの栄養状態が悪かった。琵琶湖のアユの餌料生物

は、主にヤマトヒゲナガケンミジンコ Eodiaptomus 
japonicus や オ ナ ガ ミ ジ ン コ  Diaphanosoma 
brachyurum などの大型動物プランクトンであり、13) 
これらの密度とアユの成長速度との間には正の相関

関係が認められている。14) 本研究で用いたプランク

トン沈殿量は、アユの餌の量を直接示すものではな

いが、この値とアユの成長速度との間にも同様に正

の相関関係が認められていることから、15) アユの餌

の発生量の変動を反映すると考えられる。2006 年は

プランクトン量が低水準であったこと（図 6-7）に加

え、2 月までのアユの資源水準が高かった（図 6-2）。
さらにはアユと餌をめぐる競争関係にあるイサザ当

歳魚 16) の資源水準も高かったと推測されている。

17) このように、2006 年冬には餌をめぐる種内・種間

競争が激しかったためにアユの栄養状態が悪化した

と考えられる。冬の琵琶湖では水温が日射量ととも

に基礎生産量を制限し、動物プランクトンの発生量

に影響を与えている。18) 本研究で得たデータからは

統計的な有意性は検出されなかったが（表 6-3）、水

温は餌の発生量を介してアユの栄養状態に関与して

いる可能性がある。 
以上のように、2006 年は例年より水温が低下した

ことに加え、アユの栄養状態が悪かったことが著し

い生残率の低下につながった可能性が高い。なお、

2006 年 3 月中旬には Kn の値が 1.0、すなわち体長か

ら期待される体重まで回復しているにもかかわらず

（図 6-5）、減耗はさらに継続している（図 6-2）。2006
年 3 月の水温は 6.8 ℃と例年より低い状態が継続し

ており（図 6-6）、栄養状態の悪い個体が減耗した後

にも低水温がもたらす生理的ストレスによって減耗

が継続したのかもしれない。 
 これら以外のアユ資源の減耗要因（被食、病気お

よび漁獲）の影響については検討できるデータを収

集していないが、次に示すとおり既存の情報から

2006 年の減耗に対するこれらの関与は見いだせな

かった。 
琵琶湖におけるアユの捕食者としては、ビワマス

Oncorhynchus masou subsp. 、 ハ ス Opsariichthys 
uncirostris uncirostris 、 ワ カ サ ギ Hypomesus 
nipponensis などの魚類 19–21) やカワウ Phalacrocorax 
carbo 22) が知られている。本研究対象年におけるビ

ワマスの漁獲量は 13～31 トンに対して 2006 年は 19
トン、同様にハスの漁獲量は 26～62 トンに対して

2006 年は 29 トンであり、23–25）両種による捕食圧が

2006 年に特に高かったとは考えにくい。ワカサギに

よるアユの捕食は秋に限定され、21) カワウによるア

ユの捕食は 4 月以降に認められていることから、22) 

いずれも冬の間の捕食者とはならない。 
琵琶湖においてアユの斃死に関わる病気には冷水

病が挙げられるが、その発生時期は原因菌の

Flavobacterium psychrophilum の増殖至適温度（19 ℃
前後）26) に琵琶湖や河川の水温が上昇する 6～7 月

である。27)  
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 アユを対象とする漁法のうち、漁期が 2 月に限定

されているあゆ沖びき網漁業の漁獲量をみると、調

査対象年では 4～92 t の範囲で変動しているのに対

して 2006 年は 5 番目に多い 30 t であり、23–25）当該

漁業による漁獲圧が 2006 年に特に高かったとはい

えない。 
以上のような各々の要因に着目した分析のほか、

成長速度やサイズに依存した減耗過程の存否から各

要因の関わりを検討することも必要であろう。例え

ば、カタクチイワシ Engraulis japonicus では成長速

度の遅い個体は被食されやすいことが実証されてい

る。28) アユの成長速度は水温や餌の量と正の相関関

係にあることから、14) 2006 年の低水温とプランクト

ン量の少なさは成長速度に負の影響を与えていたと

考えられる。このことがアユの被食リスクを高めて

いた可能性があるため、この点についての検証が必

要である。 
また、幼魚期の魚類においては、冬の死亡はサイ

ズ依存的に生じることが知られており、29) 減耗要因

となる低温ストレス、飢餓（栄養状態）および被食

の影響は小型魚に対して大きく作用すると考えられ

ている。1) ニジマス、9）オオクチバス 10) およびホン

モロコ 11, 12) では栄養状態の悪化による減耗が、ブル

ーギル Lepomis macrochirus 30, 31) では被食による減

耗が、それぞれ小型個体を中心に起きている。琵琶

湖のアユにおいても冬の減耗が遅生まれで成長の遅

い小型個体を中心に起きている可能性が指摘されて

いる。32) この点を検証するには低温ストレスや飢餓

への耐性、被食リスクについて、サイズによる影響

の違いを実験的に確認することや、耳石の輪紋間隔

から過去の体長を逆算推定する Biological intercept
法 33) を用いて、減耗前後の体長組成を比較すること

が有効であろう。 
以上のとおり、2006 年冬のアユ資源の減耗要因に

は低温ストレスや栄養状態の悪化が想定されたが、

これ以外の要因についても検討すべき課題が残され

た。漁期中に起こる資源の急激な減耗は、利用者に

大きな影響を及ぼす。アユ資源の適切な資源管理あ

るいは精度の高い漁況予測を行うためには、さらに

情報を蓄積し、冬に著しい減耗が起こるメカニズム

を詳しく検討する必要がある。 
 

摘  要 

 

1. えり漁におけるアユの CPUE の変化から、2006
年冬には本種資源に大規模な減耗が生じたと

考えられた。 
2. 2006 年冬の琵琶湖の環境は、水温が例年より低

い 6.6 ℃にまで低下したことに加え、プランク

トン量が低水準であった。 
3. 2006 年 2 月のアユの相対肥満度は、解析対象と

した 10 年間で最も低かった。 
4. 2006 年冬のアユ資源の減耗要因として、低温ス

トレスと栄養状態の悪化を指摘した。 
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第 7章 河川への遡上日と遡上尾数の年変動 

 

琵琶湖のアユの遡上時期は、春から秋まで長期間

に及ぶ。1, 2) これらのうち春から夏にかけての遡上

群は、やな漁で漁獲され河川放流や養殖用の種苗、

あるいは佃煮などの加工品原料として利用されるほ

か、コアユ釣りや友釣りなど遊漁の対象としても利

用される。しかし、アユの遡上開始時期や遡上量は

年によって大きく変動することから、遡上アユの計

画的な利用のためには、これらの要因解明と予測方

法の開発が求められている。 

 海産アユの遡上時期は、海水温と河川水温が等し

くなる頃に始まることが明らかにされ、3-6) 琵琶湖

とその流入河川においても同様の傾向が確認されて

いる。7) また、遡上時期が月齢の影響を受けるとの

報告もある。8, 9) 一方、遡上量の変動要因は、両側

回遊型アユでは前年の仔魚降下量などとの関係が各

地の河川で調べられ検討されているが、その関係は

河川ごとに異なっている。9-11) 琵琶湖産アユには大

別して春から夏にかけて河川を遡上する群と、夏の

間も湖中に留まり秋になって産卵のために河川に遡

上する群が存在するが、1, 2) 春から夏にかけての遡上

量の変動要因は明らかとなっていない。また、具体

的に遡上時期や遡上量を予測しようとした研究は、

那珂川 5)、長良川 10) および鼠ヶ関川と日高川 12) で

行われているに過ぎない。 

 本研究では、琵琶湖流入河川の安曇川におけるア

ユの遡上開始時期や遡上尾数と遡上期前のアユの資

源水準や成長、水温やプランクトン量など各種デー

タとの関係を分析し、遡上時期や遡上尾数の予測手

法を見いだしたので報告する。 

 

材料および方法 

 

分析には 1994～2007 年の 14 年間に得られた次の

資料を用いた。 
目的変数 複数の琵琶湖流入河川では、遡上アユ

を漁獲するやな漁が操業されている。本研究では、

毎年安定して操業されている安曇川(図 7-1)のやな

漁におけるアユの漁獲量データから以下のとおり遡

上開始日と遡上尾数を求め、これらを目的変数とし

た。 
遡上開始日（Y1）：やな漁において 100 kg 以上の

漁獲量を記録した最初の日を本格的な遡上開始日と

して扱い、3 月 1 日からの経過日数を各年の遡上開

始日とした。 
遡上尾数（Y2）：4～6 月の月別漁獲量を同期間の

やな漁獲アユの月別平均体重で除して各月の漁獲尾

数を求めた。毎年のやな漁の操業開始時期は、アユ

の遡上にあわせて決定されるため年によって前後す

る。解析対象とした 14 年間において最も早い年には

3 月 1 日、遅い年には 4 月 24 日に漁獲が開始されて

おり、概ね 4 月には本格的に稼動する。また、操業

の終了時期は 6 月 27 日から 8 月 19 日の間で変動し

ており、7 月以降はアユの需要の低下や渇水などの

理由により、禁漁期を待たずに操業を終えることが

多い。そこで、本研究では毎年安定して操業される

4～6 月の漁獲尾数を遡上尾数の指標値とした。 
説明変数 遡上開始日と遡上尾数の年変動に影響

する要因として、以下の変数を選定し説明変数とし

た。 
えり漁獲尾数（X1）：遡上期前の琵琶湖におけるア

ユ資源尾数の指標値として、3 月のえり漁（小型定

置網）におけるアユ漁獲尾数を用いた。データには

 
図 7-1 調査地の概要．▲は安曇川のやな漁の操
業場所、□は水深 10 m 層水温とプランクトン量
の観測定点、網掛けの区域は志賀町漁協のえり漁
の操業区域． 

安曇川

0 5 10km

姉川

N

琵琶湖

南小松
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琵琶湖において最も多くのえりを操業する志賀町漁

業協同組合（図 7-1）の漁獲量を採用し、これを 3 月

の操業統数とえり漁獲アユの平均体重で除して、え

り 1 統当たりの漁獲尾数を求めた。  
体長（X2）：遡上期前のアユの体長として、えり漁

獲アユの 3 月中旬の平均体長（mm）を用いた。 
プランクトン量（X3）：琵琶湖におけるアユの餌の

量の指標値として、滋賀県水産試験場が毎月 1 回実

施している琵琶湖定点定期観測 13)において、3 月に

定点Ⅱ-Ⅳ(図 7-1) の水深 0～20ｍで観測されたプラ

ンクトン沈殿量(ml/m3)の平均値を用いた。なお、プ

ランクトンの採集は、北原式中層定量ネット（網口

直径 25cm または 22.5 cm、目合 95 µm）を用いて行

われた。 
湖水温（X4）：琵琶湖定点定期観測 13)の定点Ⅱ～

Ⅳにおける 3 月の水深 10 m の水温（℃）の平均値を

用いた。 
降水量（X5）：アユの遡上期における安曇川の水量

に影響する要因として、気象庁の気象統計情報

（http://www.jma.go.jp/jma/index.html）から南小松（図

7- 1）における 4～6 月の降水量（mm）を調べ、この

積算値をデータとして用いた。  
 遡上開始日（Y1）と遡上尾数（Y2）の変動要因を

抽出するとともに予測式を導くため、Y1 においては

X1～X4、Y2 においては X1～X5 との関係を重回帰分

析により調べた。なお、各説明変数間（X1～X5）に

は有意な相関はみられず（表 7-1）、重回帰分析を行

う上で問題となる多重共線性は認められなかった。

最良重回帰式は、変数減少法により赤池の情報量規

準（AIC）が最小となるモデルを求めた。Y2 の分析

においては、4～6 月のデータであるため予測に利用

できない X5 を含むモデルが採択された場合、これ

を除いた変数のみを用いて同様に重回帰分析を行い

予測式とした。得られた 2 つの予測式の有効性を確

認するため、2008 年と 2009 年の遡上開始日と遡上

尾数を予測し、実測値と比較した。予測値を求める

ための両年の各変数のデータは 2007 年までと同様

の方法で収集した。また、安曇川における遡上開始

日と遡上尾数の予測結果が他の河川に適用可能かど

うかを検討するため、安曇川の対岸で琵琶湖に流入

しやな漁が操業されている姉川（図 7-1）における遡

上開始日と遡上尾数を、安曇川と同様の方法で収集

した。 
なお、本研究における統計解析には R2.8.1（R 

Development Core Team、 Vienna、 Austria）とそのパ

ッケージ MASS を使用した。 

 

結  果 

 

遡上開始日の変動要因と予測 安曇川における遡

上開始日は、最も早かった 2002 年には 3 月 11 日、

最も遅かった 1996 年には 5 月 29 日であった。すな

わち、遡上開始日には年によっておよそ 2 ヵ月半の

差がみられた（図 7-2）。 
Y1 と各説明変数との相関関係をみると、Y1 は X2

とのみ有意な負の相関が認められた（表 7-1）。Y1 を

目的変数とする重回帰分析の結果、X1～X4 のすべて

の説明変数が採択された。最良重回帰式は、 
Y1 ＝ −0.316 X1−3.14 X2−1.29 X3−9.25 X4+290  

 (1) 
であった。自由度調整済みの重相関係数の二乗は

0.811 であり、分散分析の結果、回帰は 0.1％の水準

で有意であった（F = 15.0，P < 0.001; 表 7-2）。すな

わち、これら X1～X4 の説明変数の組み合わせは Y1 

要因 Y1 Y2 X1 X2 X3 X4 X5

Y1 ：安曇川へのアユの遡上開始日 1.000

Y2  ：安曇川への4月から6月の累積遡上尾数 -0.686 ** 1.000

X1  ：3月のえり1統当たりアユ漁獲尾数 （尾/統) -0.327 0.472 1.000

X2  ：えり漁獲アユの3月中旬の平均体長 （mm） -0.766 ** 0.368 -0.063 1.000

X3  ：3月中旬のプランクトン量（ml/m3） -0.390 0.622 * -0.178 0.226 1.000

X4  ：3月中旬の水深10 m層の水温（℃） -0.361 0.433 0.305 -0.034 0.114 1.000

X5  南小松における4月から6月の総降水量（mm） － 0.218 0.063 -0.183 0.002 0.319 1.000

アスタリスクは有意水準 5%(*), 1%(**) でそれぞれ有意であることを示す．

表7-1　アユの遡上開始日および遡上尾数と各要因との相関分析結果
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を説明するのに有効であり、遡上開始日の変動には

これら 4 つの要因が関わっていることが示唆された。

偏回帰係数の符号から、これら 4 つの説明変数はと

もに遡上開始日を早める要因であった。標準化偏回

帰係数の大きさから、X2、X1、X3 および X4 の順に

遡上開始日の変動に寄与していた。t 検定によると偏

回帰係数は X1 と X2 がそれぞれ 5％と 0.1％の水準

で有意であった。 
(1)式から得た 2007 年以前の遡上開始日の推定値

およびその 95％信頼区間と実測値を比較すると、実

測値と推定値には 2003 年に最大 21 日の残差がみら

れたが、これ以外の年には実測値は推定値の信頼区

間内に含まれ、両者の変動傾向は類似していた（図

7-2）。さらに、(1)式から 2008 年と 2009 年の遡上開

始日は、それぞれ 50 日（4 月 20 日）と 62 日（5 月

2 日）と予測された（図 7-2）。両年の実測値（4 月 20
日と 4 月 30 日）は予測値の 95％信頼区間内に含ま

れ、予測値との誤差はそれぞれ 0 日と 2 日であった

（図 7-2）。 
遡上尾数の変動要因と予測 安曇川における 4～

6 月の遡上尾数は、12～943 万尾の間で変動した（図

7-3）。一方、同期間の琵琶湖におけるえり 1 統当た

りの漁獲尾数は、20～144 万尾の間で変動した。こ

れらの変動係数は前者では 0.804、後者では 0.451 で

あり、遡上尾数の年変動は琵琶湖内の資源尾数のそ

れと比べて極めて大きかった。 

 
図 7-2 安曇川へのアユの遡上開始日の実測値
（●）と推定値または予測値（○）との比較．点線
およびエラーバーは、それぞれ推定値と予測値の
95%信頼区間． 
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図 7-3 安曇川のやな(A)と琵琶湖のえり(B)によ
るアユの漁獲尾数の年変動． 
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X1 -0.316 -0.342 -2.63 *

X2 -3.14 -0.739 -5.97 ***

X3 -1.29 -0.255 -1.99

X4 -9.25 -0.253 -1.97

定数 290

F 15.0 ***
自由度調整済み

重相関係数の二乗
0.811

AIC 106

表7-2　安曇川におけるアユの遡上開始日を目的変数とした重回

帰分析の結果

偏回帰係数 標準化偏回帰係数 t 値

アスタリスクは有意水準5％（*）および0.1%（***）で有意であることを示す．

X1 ：えり漁による3月のアユCPUE (万尾／統･月）

X2 ：えり漁獲アユの3月中旬のえり漁獲アユの平均体長 (mm)
X3 ：3月中旬のプランクトン量 (ml/m3)
X4 ：3月中旬の水深10 m層の水温 (℃)
t  値は偏回帰係数から算出

X1 8.88 0.593 4.52 **

X2 20.6 0.299 2.22

X3 54.2 0.659 4.90 ***

X4 － － －

X5 0.448 0.234 1.78

定数 -1380

F 12.8 ***
自由度調整済み

重相関係数の二乗
0.784

AIC 186

X3 ：3月中旬のプランクトン量 (ml/m3)
X4 ：3月中旬の水深10 m層の水温 (℃)

t  値は偏回帰係数から算出

アスタリスクは有意水準1％（**）および0.1%（***）で有意であることを示す．

X5 ：南小松における4月～6月の累積降水量

表7-3　安曇川におけるアユの遡上尾数を目的変数とした重回帰分析の

結果

偏回帰係数 標準化偏回帰係数 t 値

X2 ：えり漁獲アユの3月中旬のえり漁獲アユの平均体長 (mm)
X1 ：えり漁による3月のアユCPUE (万尾／統･月）
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 Y2 と各説明変数との相関関係をみると、Y2 は X3
とのみ有意な正の相関が認められた（表 7-1）。Y2 を

目的変数とする重回帰分析の結果、X4 を除く 4 つの

説明変数が採択された。分散分析の結果、回帰は

0.1％の水準で有意であった（F = 12.8，P < 0.001; 表
7-3）。すなわち、X1、X2、X3、X5 の説明変数の組み

合わせは Y2 を説明するのに有効であり、遡上尾数

の変動にはこれら 4 つの要因が関わっていることが

示唆された。偏回帰係数の符号から、これら 4 つの

説明変数はともに遡上尾数に対して増加要因であっ

た。標準化偏回帰係数の大きさから、X3、X1、X2、
X5 の順に遡上尾数の変動に寄与していた。t 検定に

よると偏回帰係数は X1と X3がそれぞれ 1％と 0.1％
の水準で有意であった。 
 上記の分析では X5 が採択されたため、これを除

いた X1～X3 を説明変数とした重回帰分析を行った

結果、次式を得た。 
Y2 ＝ 9.09 X1+17.5 X2+55.3 X3−988     (2) 

自由度調整済みの重相関係数の二乗は 0.737であり、

分散分析の結果、回帰は 0.1％の水準で有意であった

（F = 13.1，P < 0.001; 表 7-4）。(2)式から得た 2007
年以前の遡上尾数の推定値およびその 95％信頼区

間と実測値を比較すると、実測値と推定値には 1998
年に最大 435 万尾の残差がみられたが、これ以外の

年には実測値は推定値の信頼区間内に含まれ、両者

の変動傾向は類似していた（図 7-4）。さらに、(2)式
から 2008 年と 2009 年の遡上尾数は、それぞれ 256
万尾と 197 万尾と予測された（図 7-4）。両年の実測

値（274 万尾と 64 万尾）は予測値の 95％信頼区間内

に含まれ、予測値との誤差はそれぞれ 18 万尾と 133

万尾であった（図 7-4）。 
 遡上開始日と遡上尾数の河川間比較 上記の遡上

開始日と遡上尾数の予測結果はデータを採用した安

曇川への適用事例であるが、安曇川と姉川（図 7-1）
との間には、遡上開始日と遡上尾数の変動傾向に高

い正の相関関係が認められた（図 7-5）。 

 

考  察 

X1 9.09 0.607 4.20 **

X2 17.5 0.254 1.74

X3 55.3 0.672 4.54 ***

定数 -988

F 13.1 ***
自由度調整済み

重相関係数の二乗
0.737

AIC 188

X3 ：3月中旬のプランクトン量 (ml/m3)
t  値は偏回帰係数から算出

アスタリスクは有意水準1％（**）および0.1%（***）で有意であることを示す．

表7-4　安曇川におけるアユの遡上尾数を予測するための重回帰分析の

結果

偏回帰係数 標準化偏回帰係数 t 値

X1 ：えり漁による3月のアユCPUE (万尾／統･月）

X2 ：えり漁獲アユの3月中旬のえり漁獲アユの平均体長 (mm)

 
図 7-4 安曇川へのアユの遡上尾数の実測値（●）と
推定値または予測値（○）の比較．点線とエラーバー
は、それぞれ推定値と予測値の 95%信頼区間． 
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遡上開始日の変動要因 安曇川における遡上開始

日は、解析の対象とした 14 年間では 3 月 11 日から

5 月 29 日の間にあり、年によって約 2 ヵ月半もの差

が認められた。両側回遊型アユを対象とした栃木県

那珂川における報告 5) では、遡上を初めて確認した

日の年変動は 20 年間で 1 ヵ月余りとされており、

これと比較して琵琶湖産アユの遡上開始日の年変動

は大きかった。本研究では本格的な遡上の開始を捉

える目的で、安曇川のやな漁で 1 日当たりの漁獲量

が 100 kg以上を記録した最初の日を遡上開始日とし

て扱った。このため、真の遡上開始からこの基準を

満たすまでの日数が年によって異なることで、より

年変動の幅が大きくなった可能性がある。また、両

側回遊型アユは夏までにほぼすべてが海域から河川

に遡上するのに対し、15) 琵琶湖産アユは夏にも湖中

に残留している。1, 2) このことが、琵琶湖産アユにお

いて遡上開始時期がより変動しやすいもうひとつの

理由と考えられる。 
重回帰分析の結果、遡上開始日の変動には体長

（X2）、えり漁獲尾数（X1）、プランクトン量（X3）
および湖水温（X4）がそれぞれ遡上開始日を早める

要因として関わっていた（表 7-2）。特に、体長の標

準化偏回帰係数は 0.739 と他の変数のそれと比べて

大きく、3 月までの成長の早遅が遡上開始日の変動

に大きな影響を与えていることが明らかとなった。

琵琶湖産アユでは、ふ化時期が早くかつ成長の早い

個体ほど早い時期に遡上することが知られている。

2, 14) 本研究で得られた遡上開始日と体長との関係

は、この現象を反映したものと考えられる。 
遡上開始日の変動には、体長に次いでえり漁獲尾

数の影響が大きかった（表 7-2）。本研究では先述し

たように遡上開始日を「安曇川のやな漁で 1 日当た

りの漁獲量が 100 kg 以上を記録した最初の日」と定

義したために、資源尾数の多い年ほどこの基準を早

く満たすことができたと考えられる。遡上開始日の

変動に資源尾数が影響を与えるかどうかについては、

遡上開始日の定義を見直した上で、再度分析を行う

必要がある。 
海域におけるアユ仔稚魚の成長速度は、冬季のプ

ランクトン量と正の相関関係にあることが知られて

いる。16) 琵琶湖産アユにおいても 2 月から 4 月ま

での体長の増加率と 3 月のプランクトン量には正の

相関関係が認められている。17) このように、冬季の

プランクトン量の多さはアユの成長に対して促進的

に働くことから、3 月のプランクトン量はアユの成

長への影響を介して遡上開始日の変動に関わってい

ると考えられる。 
琵琶湖産アユの遡上は、河川水温が湖水温に近づ

く 8℃前後に始まるとされる。7) 栃木県那珂川に遡

上する両側回遊型アユでは、冬季の海水温が高い年

ほど遡上が早い時期に認められるという。5) 琵琶湖

の水温は、2 月から 3 月には全層で均一となり、こ

の間に年間最低水温が記録される。18) 年間最低水温

はその年の気温の影響により 5～8 ℃の間で変動す

る。19) 安曇川の詳細な水温データはないが、湖水と

同様に気温の影響を受けて変動し、冬季には 8 ℃以

下になるものと考えられる。暖冬の年には、河川水

温が早い時期に 8 ℃を上回り、アユの遡上が早く始

まるものと推察される。 
 遡上尾数の変動要因 アユの遡上尾数の年変動は、

遡上期直前の琵琶湖における資源尾数の年変動と比

べて極めて大きかった（図 7- 2）。このことは、遡上

尾数の変動要因が資源尾数の大きさ以外にも存在す

ることを示唆する。重回帰分析の結果、遡上尾数の

変動にはえり漁獲尾数（X1）とプランクトン量（X3）、
体長（X2）および降水量（X5）が、いずれも増加要

因として遡上尾数の変動に関わっていた（表 7-2）。
標準化偏回帰係数の大きさから、特にプランクトン

量とえり漁獲尾数の影響が大きいことが明らかとな

った。 
 冬季のアユは、餌としてヤマトヒガナガケンミジ

ンコ Eodiaptomus japonicus などのカイアシ類、オナ

ガミジンコ Diaphanosoma brachyurum などのミジン

コ類およびユスリカ類を利用している。20) 一方、琵

琶湖における 3 月の動物プランクトンの種組成は、

アユに利用されていないワムシ類を除くとヤマトヒ

ゲナガケンミジンコを主体とするカイアシ類やそれ

らの幼生、カブトミジンコ Daphnia galeata などのミ

ジンコ類の密度が高い。21) したがって、本研究で使

用したプランクトン沈殿量はこれら大型の動物プラ

ンクトン密度、すなわち、アユの餌の発生量の変動

を反映すると考えられる。先述したように、冬季の

プランクトン量の多さはアユの成長に対して促進的

に働くと考えられる。また、遡上魚は同時期にふ化

した湖中に残留する個体に比べて成長がはやいとい



アユの成長、冬の減耗、遡上回遊の年変動 

93 
 

う特徴をもつ。14) このことから、冬季のプランクト

ン量が多い年にはアユの成長がはやいために、資源

尾数に占める遡上尾数の割合が高まったと考えられ

る。なお、遡上尾数の変動に対して 3 月中旬の平均

体長は増加要因として採択されたが、その影響は大

きくなかった(表 7-3)。3 月のプランクトン量は 2～
4 月の体長増加率、すなわち成長速度と高い正の相

関関係が認められていることから、17) 遡上尾数の変

動には 3 月中旬におけるアユの体長のみならず、成

長速度と遡上までの生残率が影響している可能性が

ある。 
4～6 月の降水量も影響は小さいが遡上尾数の増

加要因として採択された。調査対象とした 14 年間で

降水量が最も少なかった 2005 年には、安曇川におい

て 5 月中旬から 6 月末まで約 1 ヵ月半にわたりまっ

たく通水していない「瀬切れ」の状態が続き、アユ

の遡上が不可能な状態にあった。降水量は河川流量

を介して、アユが遡上可能な通水状態に保つかどう

かを決めるとともに「呼び水効果」6, 8)の大きさに影

響を与え、アユの遡上尾数の変動に関与していると

考えられる。 
3 月の湖水温は遡上尾数の変動要因としては採択

されなかった。両側回遊型アユでは、遡上量の変動

に対して秋から冬にかけての海水温が増加要因とし

て作用するという複数の報告 5, 10, 12) がある。これら

の研究では、海水温が高いほど海域におけるアユの

生残率が高まり、遡上量が多くなると考えられてい

る。琵琶湖の水温は、アユの成長 22) や餌の発生量と

関わる重要な要因と考えられるが、遡上尾数の変動

との間に他の様々な要因を介してどのように関わっ

ているのか今後さらに検討することが必要である。 
遡上開始日と遡上尾数の予測 遡上開始日と遡上

尾数の予測を行うために、それぞれの変動要因とし

て採択された変数から 3 月に得られる変数のみで重

回帰分析を実施した結果、ともに有意な重回帰式が

得られた。この式から得た 2007 年までの遡上開始日

の推定値は概ね実測値の変動傾向を反映し、2008 年

と 2009 年の遡上開始日の予測値は、実測値との誤差

が 2 日以内と高い精度で予測できた（図 7-2）。しか

し、2003 年のように遡上開始日の実測値が推定値よ

り 21 日早く、誤差の大きい年もみられた（図 7-2）。
2003 年は遡上開始日の変動に関係するえり漁獲尾

数、プランクトン量および湖水温がいずれも解析対

象とした 14 年間の平均値と比べて低い値を示し、こ

のために遡上開始日がやや遅めに推定されたが、遡

上開始日の変動に対して最も影響の大きい 3 月中旬

の体長は 52.6 mm と 14 年間の平均値 50.0 mm より

大きかった。本研究ではアユの成長の年変動の指標

値として体長の平均値を使用したが、体長組成にも

年変動があるため、早い時期に遡上する成長のはや

い個体 2, 14) がどの程度含まれるかは平均体長のみ

では十分に反映されないことも考えられる。より精

度の高い予測のためにはこの点からの検討も必要で

あろう。 
回帰式から得た 2007 年までの遡上尾数の推定値

についても概ね実測値の変動傾向を反映し、2008 年

の遡上尾数は実測値 274 万尾に対して 18 万尾の誤

差で予測できた。一方、2009 年の遡上尾数の予測値

は実測値を 133 万尾下回る 64 万尾にとどまった（図

7-4）。また、2007 年までの推定値においても実測値

と誤差の大きい年がみられ、1994 年は実測値が推定

値を 229 万尾下回り、1998 年には実測値が推定値を

435 万尾上回った（図 7-4）。1994 年には 5 月 1 日に

本格的な遡上が始まったが（図 7-2）、その直後であ

る 5 月中旬に渇水のため 6 日間操業できなかったほ

か、漁期を通じて水量の少ない状態が続いた。一方、

1998 年には南小松における 4～6 月の累積降水量が

897 mm と 14 年間の平均 550 mm と比較して 1.6 倍

も多く、安曇川では水量の多い状態が続いたと思わ

れる。2009 年には安曇川が 5 月下旬から約 1 ヵ月に

わたり渇水のために瀬切れしており、アユが遡上で

きない状態にあった。これらのことから遡上尾数の

推定値または予測値が実測値と大きく異なる原因の

ひとつは、遡上時期の河川の水理状況と考えられる。 
以上のように、成長のはやい個体の割合が体長の

平均値に十分に反映されない場合や、遡上期の河川

の水理状況によっては、遡上開始日や遡上尾数の予

測精度が低下する可能性はあるが、遡上期前である

3 月に得られる変数のみを用いて概ねこれらを予測

することが可能であると考えられた。なお、これら

の予測結果はデータを採用した安曇川への適用事例

であるが、安曇川と姉川（図 7-1）との間には、遡上

開始日と遡上尾数の変動傾向に高い正の相関関係が

認められた（図 7-5）。すなわち、琵琶湖北部の対岸

に位置する安曇川と姉川では遡上開始日と遡上尾数

の年変動は同調して起こっていた。この理由として
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は、琵琶湖内においてこれらの変動に関与するアユ

の成長の早遅や餌の量に著しい地域差がないこと、

アユの遡上が河川選択的ではないこと、天候に左右

される河川水量の年変動は河川間で類似しているこ

となどが考えられる。したがって、安曇川における

遡上開始日と遡上尾数の予測結果は、相対的な変動

傾向として捉えれば琵琶湖北部の他の河川への適用

も可能である。琵琶湖南部に位置する他の河川への

適用の可否については、遡上開始日や遡上尾数に関

する情報を収集し、安曇川におけるそれらの変動傾

向との比較が必要であろう。 
遡上アユは漁業や遊漁の対象として重要な資源で

あるため、遡上開始日や遡上尾数が予測できれば資

源の有効な利用に役立つと考えられる。すなわち、

これらの予測は、やな漁においては操業開始時期の

決定など操業計画の検討に具体的な情報を提供する。

ただし、3 月にはすでに本格的な遡上が始まってい

る年もあることから（図 7-2）、これより早い時期に

予測できれば有用性はより高まるだろう。友釣り漁

場においては、アユの生息密度が高くなると成長停

滞のため釣獲魚が小型になることが知られている。

5, 23) したがって、遡上尾数が多いと予測された年に

は、増殖事業として実施される種苗放流を天然遡上

が期待できない漁場に重点的に配分することや、天

然魚に先立って釣れる大型種苗とすることで漁場を

有効に利用できる。23) さらに、河川の下流域ではサ

ビキ仕掛けで遡上アユを釣るコアユ釣りが盛んであ

るが、遡上開始日や遡上尾数の予測結果はコアユ釣

りの遊漁者にとっても有益な情報となる。 
本研究では琵琶湖産アユの河川への遡上開始日や

遡上尾数の変動要因を抽出し、それらの予測手法を

提案した。予測結果は、上記のように遡上アユの計

画的な利用に有効であろう。今後は、遡上アユのみ

ならず、琵琶湖産アユ資源全体の計画的な利用に役

立てるため、その資源変動要因の解明や予測手法の

開発が必要である。 
 

摘  要 

 

1. 安曇川におけるアユの遡上開始日と遡上尾数

には、極めて大きな年変動がみられた。 
2. 遡上開始日の変動には、いずれも 3 月のえり漁

による漁獲体長と CPUE、プランクトン量およ

び湖水温がそれぞれ遡上開始日を早める要因

として関わっていた。 
3. 遡上尾数の変動には、3 月のえり漁による漁獲

体長と CPUE、プランクトン量、4～6 月の降水

量がそれぞれ遡上尾数の増加要因として関わ

っていた。 
4. 遡上開始日と遡上尾数の変動に関わる上記の

要因から、3 月に得られる情報のみを用いた両

者の予測式を提案した。 
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第 8章 総  括 

 

 アユの成長の変動と漁獲量・漁獲サイズへの影響 

本研究では、アユの耳石径と体長との関係がアロメ

トリー式と一次式の複合式に適合するという新たな

知見を見いだし、これをもとにした成長履歴解析の

方法を提案した（第 2 章）。次に、この方法を適用し

た成長履歴解析を行い、アユ仔稚魚の経日的な成長

変動に対して、水温と動物プランクトン密度がそれ

ぞれ促進的に作用することを確認し、アユ自身の生

息密度が抑制的に作用する可能性を示した（第 3 章）。

次に、仔稚魚期の成長における年級間あるいは地域

間の変動が、えり漁における漁期当初の漁獲量に影

響を与えている可能性を指摘した（第3章、第 4章）。

さらに、えり漁によるアユの漁獲サイズは年による

変動が大きく、5 月までは成長変動の影響を強く受

けていること、この成長を介した漁獲サイズの変動

にはプランクトン量が促進的に、アユ自身の密度が

抑制的に作用していることを示した（第 5 章）。した

がって、ふ化以降の各発育段階のアユの成長評価は、

漁獲量の変動要因を把握するとともに漁況予測をす

るうえで、極めて重要な情報といえる。 
近年の事例では、2016 年級のアユは仔稚魚期の成

長が著しく遅く、このことが 12 月から翌年 4 月ま

での記録的な不漁を招いたことが報告されている。

1,3) このときのアユの成長不良は、産卵期の遅れ、ふ

化時期の集中による密度効果、餌不足などの要因が

複合的に生じたことが直接的な原因と考えられてい

る。1-3) 精度の高い漁況予測手法を開発するには、年

級ごとにアユの成長変動を評価するとともに、これ

に影響を与える水温や動物プランクトン量およびア

ユ自身の生息密度の情報を蓄積し、これらの関係を

一体的に分析することが必要である。  
さらに、アユの漁獲サイズの長期変動から、4 月

までのアユの成長量は 2007 年以降小さくなる傾向

があり、2,3) 推定資源量も減少傾向にあることも報

告されている。3,4) アユの餌となる動物プランクトン

現存量も 2007 年以降は減少傾向にあることから、

3,5) 琵琶湖の本種に対する環境収容力が低下してい

る可能性が指摘されている。3,4) 2016 年級のアユの事

例以外にも、2011 年級のアユでは 3 月以降に急激に

肥満度が低下する現象がみられており、6) アユに対

する環境収容力は不安定に変動している可能性もあ

る。アユ資源の変動要因を明らかにするには、琵琶

湖のアユに対する環境収容力およびこれを規定する

食物連鎖構造や環境因子の解明にも取り組む必要が

ある。 
えり漁の漁期当初の漁獲量に地域的な偏りをもた

らすアユの成長速度の地域差は、本研究では 2010 年

に採集した標本において、北西部の地点で低く、南

東部の地点で高い傾向を認めた（第 4 章）。その後の

研究では、成長速度に同様の地域差があった年（2018
年）となかった年（2017 年）が確認されている。7) 

地域ごとにアユの漁況予測を行うには、成長に地域

差を生じさせるメカニズムを解明する必要がある。

このためには、第 4 章で述べたように、水域ごとに

水温、動物プランクトン密度、アユ仔稚魚の生息密

度、ふ化時期および成長履歴を定期的にモニタリン

グし、アユ仔稚魚の成長速度の経時変化に関わる要

因を、環境とアユ自身の移動の両面から検討するこ

とが必要だろう。 
 冬季の減耗過程の変動 9 ヵ月に及ぶ漁期中に、

アユ資源の個体数は被食などの自然減耗と漁獲減耗

によって減少する。この過程の中で環境条件が厳し

い冬季に生じる自然減耗は、その後の資源水準を大

きく低下させることがある。本研究では 2006 年

（2005 年級）に生じた著しい冬季の減耗に焦点を当

て、これを引き起こした要因を検討した（第 6 章）。

この結果、低温ストレスと栄養状態の悪化が主な減

耗要因として推定された。多くの年（または年級）

では、冬の前後の資源水準に正の相関関係が認めら

れ、いわば予想し得る範囲で資源が変動していたの

に対し（図 6-3）、この関係から外れた 2006 年は予測

が困難な事例といえる。ただし、大規模減耗の要因

と推定された低温ストレスと栄養状態悪化のそれぞ

れの指標値（湖水温、アユの肥満度）のモニタリン

グは、著しい冬季減耗の発生を予測する手段となり

うると考えられる。肥満度のモニタリングは、2011
年級のアユでみられたように冬季以外の減耗の予測

にも役立つ可能性があり、6) 重要な指標値といえる。

冬季に限らず、時折生じる資源の大規模減耗は、複

数の要因が関連する減耗過程において、特定の要因

の作用が顕在化して現れる機会であり、この情報を

分析することはアユ資源の変動要因を理解するうえ
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で極めて有意義である。この点からも、アユの資源

量や栄養状態の指標値と水温や動物プランクトン密

度などの生息環境のモニタリングを継続し、数年あ

るいは数十年に一度の大規模減耗をとらえたときに

は、これらの情報を分析して研究事例の蓄積を図る

ことが必要である。 
 河川への遡上回遊の変動 琵琶湖から河川へのア

ユの遡上回遊は、その開始時期や規模に極めて大き

な年変動が認められたが（図 7-2，図 7-4）、これらは

遡上前の春の琵琶湖における本種の生息密度（えり

漁の CPUE）、春までの成長量（漁獲魚の平均体長）、

プランクトン量などの情報を得ることで予測可能な

ことがわかった（第 7 章）。アユの成長評価は、琵琶

湖で操業される漁法だけでなく、河川で操業される

やな漁の漁況予測にも有効である。 
 河川へ遡上するアユと夏にも湖中に残存するアユ

との量的な関係については、本研究では検討するこ

とができなかった。河川へのアユの遡上量が多い年

には、えり漁における本種の漁獲サイズの季節的な

変動傾向に変化をもたらすほどの影響がある（第 5
章）。湖中のアユの資源尾数については、科学計量魚

群探知機を利用した調査によって、北湖における毎

月の推定手法が開発されつつある。8) 河川へのアユ

の遡上尾数については、やな漁が操業される複数河

川への遡上尾数を手掛かりとして、北湖流入河川全

体へのそれを推定する手法が開発できれば、湖中ア

ユと遡上アユの量的な関係を検討することが可能と

なる。このことは、琵琶湖産アユの資源動態への理

解をより深めるだけでなく、親魚確保を目的とした

資源管理手法の確立に向けて有益な情報となるだろ

う。 
 以上のとおり、本研究では琵琶湖産アユの成長、

冬の生残および遡上回遊の年変動に注目し、これら

に関係する要因を明らかにするとともに、漁獲量と

の関連を検討した。今後もアユ資源と漁場環境のモ

ニタリングが継続されることにより、上述した研究

課題に関する知見が蓄積され、科学的な根拠に基づ

いたアユ資源の合理的利用が一層進展することを期

待したい。 
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摘  要 

 
1. 琵琶湖産アユの成長、冬季の減耗および河川

への遡上回遊について、1994 年から 2010 年に

得た情報を分析して季節的あるいは経年的な

特徴を調査した。 
2. アユの成長変動には、水温と動物プランクト

ン密度が促進的に、アユ自身の生息密度が抑

制的に作用すると考えられた。 
3. アユの成長の年級間あるいは地域間の変動

は、えり漁における漁期当初の漁獲量や 5 月

までの漁獲サイズに大きな影響を与えた。 
4. 2006 年（2005 年級）に生じた冬季の著しい資

源減耗は、低温ストレスと栄養状態の悪化が

主な要因と推定された。 
5. 河川へのアユの遡上回遊には、その開始時期

や規模に顕著な年変動があり、これらは遡上

前の春の琵琶湖における本種の生息密度（え

り漁の CPUE）、春までの成長量（漁獲魚の平
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均体長）、プランクトン量などの情報を得るこ

とで予測可能であった。 
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